
 

 

 

 

 

 

 

 

武蔵村山市第三次男女共同参画計画平成２９年度推進状況調査報告書 

 

 

 このことについて、別紙のとおり報告します。 

 

 

市 民 情 報 提 供 資 料 
協 働 推 進 部 協 働 推 進 課 



 

武蔵村山市第三次男女共同参画計画 

 

 

 

平成２９年度 

推進状況調査報告書 
 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

武蔵村山市男女共同参画推進委員会 

平成３１年１月 

 
 
 

 

 

 



 

 

 



 

 

はじめに                  
 

 

 武蔵村山市では、平成１２年に「武蔵村山市男女共同参画計画」（計画期間：平成１

２年度～２１年度）、平成２２年に「武蔵村山市第二次男女共同参画計画」（計画期間：

平成２２年度～２６年度）を策定し、男女共同参画社会の実現に努めてきました。 

 そして、平成２７年に「武蔵村山市第三次男女共同参画計画」（計画期間：平成２７

年度～３１年度）を策定し、基本理念「誰もが自分らしくイキイキと暮らせる社会をつ

くりましょう」のもと、全ての市民が性別にかかわりなく、それぞれの人権・個性・能

力・価値観が尊重される男女共同参画社会の実現に向けて、積極的な取組を進めていま

す。 

 本報告は、第三次計画に登載した７９事業について、平成２９年度における施策の進

捗状況を取りまとめたものであり、今後更なる事業の推進に向けて、指針となるもので

す。 
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推進状況調査の概要           
 

１ 調査の概要 

 
（１）目  的 

 武蔵村山市第三次男女共同参画計画に登載されている７９事業を、計画体系に

基づき取りまとめ、計画の推進状況を明らかにするとともに、今後における推進

のための指針とする。 

 

（２）調査項目 

 事業名、担当課、事業内容、２９年度目標、2９年度実施内容、目標値（重点

事業のみ）、現状値（重点事業のみ）、評価、３０年度目標 
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２ 計画の体系 
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基本理念 基本目標 

 

目標１ 男女平等の意識づくり 

 

 

目標２ 男女の人権の尊重 

 

目標３ 様々な分野における 

男女共同参画の推進 

 

目標４ 就労における男女共同参画とワ

ーク・ライフ・バランスの推進 
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主要課題 施策 

（１）男女平等意識の啓発・醸成 

（２）家庭や地域、学校、事業所等における

男女平等の意識づくり 

（３）男女共同参画センターの周知啓発と機能の充実 

（３）配偶者等からの暴力の防止と被害者の支援 

＜ＤＶ防止基本計画＞ 

（１）互いの性の尊重 

（４）セクシュアル・ハラスメントや性犯罪

の防止と被害者の支援 

（２）男女の基本的人権としての健康支援 

（１）政策・方針決定過程への女性の参画促進 

（３）防災分野における男女共同参画の推進 

（２）地域社会における男女共同参画の推進 

（４）国際理解・国際交流の推進 

（１）男女とも多様な働き方のできる社会の形成 

（２）ワーク・ライフ・バランスの推進 

（３）男性の家事・育児・介護への参加の促進 

①男女平等意識の啓発 

②男女平等と人権に配慮した表現の推進 

①家庭・地域における男女平等意識の形成 

②学校等における人権尊重教育の実施 

③市内事業所における男女平等意識の形成 

④市役所における男女平等意識の形成 

①男女共同参画センターの周知の強化 

②男女共同参画センターの機能の充実 

①被害の未然防止・早期発見のための取組 
②相談業務の充実 

③被害者の保護 
④被害者の自立支援 
⑤関係機関との連携 

①男女相互の身体や性の理解・尊重の促進 

②性的少数者に対する理解と配慮の促進 

①セクシュアル・ハラスメントや性犯罪の防止 

②セクシュアル・ハラスメントや性犯罪の被害者の支援 

①ライフステージに対応した健康づくりの支援 

②女性の生涯を通じた健康支援 

①本市の政策・方針決定過程への女性の参画促進 

②事業所、農業、自営業分野における方針決定過程への 

女性の参画促進 

③教育の場における女性の登用促進 

○平常時及び災害発生時における男女共同参画の推進 

○地域社会における男女共同参画の推進 

○互いの文化・習慣の理解と尊重 

①就労の場における男女の均等な機会と待遇の確保 

②女性の（再）就業に向けた支援 

①仕事と生活との両立支援策の推進 

②充実した多彩な暮らしの実現に向けた支援 

③生活上の困難を抱える男女のワーク・ライフ・バランス

の実現に向けた支援 

①男性の長時間労働の縮減 

②男性の家庭生活への参加の促進 
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３ 調査結果の見方 
 

目標１ 男女平等の意識づくり 

（１）男女平等意識啓発・醸成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

29 年度に実施した内

容が記載されていま

す。この内容に基づき

自己評価を行います。 

この事業の名称と、担当

する課が記載されていま

す。一つの事業を複数の

課が担当している場合も

あります。 

29年度に実施した内容に基づき各課が自己評価を記入します。 

 

Ａ 十分進捗し、大きな成果が得られている。 

Ｂ 概ね進捗し、具体的な成果が得られている。 

Ｃ 事業を実施しているが、具体的な成果は得られていない。 

Ｄ 不十分で課題が多い。 

Ｅ 事業を実施していない。 

29年度に実施する目標・内容

を各課が記入します。ここに

記入した目標が取り組まれて

いるかどうか、次年度に確認

します。 

この事業で実施すべき

内容が記載されていま

す。重点事業について

は、重点目標が記載さ

れています。 

重点事業は数値目標が設

定されており、平成 31

年度までに達成する目標

値と、平成 29年度現在の

現状値が記載されていま

す。 

29 年度の目標が記載

されています。 

4 

事業名 目標値

担当課 現状値

男女平等に関する各

種情報の提供【重点
事業】

30企業

協働推進課 5企業

29年度目標
（前年度に記入）

・男女平等の視点に関する

パネル展を１回以上実施す
る。

・市内事業所20か所以上に
情報誌ＹＯＵ・Ｉを配布する。

評価

1

市民が男女共同参画のことを身近
に感じ、男女共同参画を自身の問

題として理解することを支援するた
め、市報や市ホームページ、男女

共同参画情報誌「ＹＯＵ・Ｉ」、啓発ポ
スターなど多様な媒体を活用して
男女平等やワーク・ライフ・バラン

ス（仕事と生活の調和）等について
の情報を提供します。

【重点目標】
男女共同参画情報誌「ＹＯＵ・Ｉ」
の配布企業数

・男女共同参画週間に合わ
せ、市役所１階ロビーと緑が
丘ふれあいセンターでパネ

ル展を実施したほか、男女
共同参画週間の主旨につい

てフェイスブックに掲載して
周知した。

・情報誌ＹＯＵ・Ｉを3回発行
し、市民活動団体、講座参

加者、各家庭への配布を
行ったが、事業所への配布
は、金融機関5か所への配

布に留まった。

Ｃ

・男女平等の視点に関する

パネル展を１回以上実施す
る。

・市内事業所20か所以上に
情報誌ＹＯＵ・Ｉを配布する。

30年度目標No． 事業内容 29年度実施内容



推進状況調査結果

１　自己評価調査結果

自己評価：平成29年度に行った事業に対し、担当課が以下の区分に従い自己評価しています。

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

Ｅ

28年度 29年度
Ａ 3 5 4.5%
Ｂ 49 57 50.9%
Ｃ 53 40 35.7%
Ｄ 3 9 8.0%
Ｅ 4 1 0.9%
合計 112 112 100%

目標１　男女平等の意識づくり

28年度 29年度
Ａ 0 3 16.7%
Ｂ 10 5 27.8%
Ｃ 6 9 50.0%
Ｄ 0 1 5.5%
Ｅ 2 0 0.0%
合計 18 18 100%

28年度 29年度
Ａ 2 2 3.3%
Ｂ 27 35 58.4%
Ｃ 31 20 33.3%
Ｄ 0 3 5.0%
Ｅ 0 0 0.0%
合計 60 60 100%

29年度構成比評価

評価
件数

29年度構成比

目標２　男女の人権の尊重

評価

自己評価集計結果

件数
29年度構成比

目標別集計結果

件数

十分進捗し、大きな成果が得られている。

概ね進捗し、具体的な成果が得られている。

事業を実施しているが、具体的な成果は得られていない。

不十分で課題が多い。

事業を実施していない。

A評価 

16.7% 

Ｂ評価 

27.8% 
Ｃ評価 

50% 

Ｄ評価 

5.5% 

Ａ評価 

3.3% 

Ｂ評価 

58.4% 

Ｃ評価 

33.3% 

Ｄ評価 

5% 

A評価 

4.5% 

Ｂ評価 

50.9% 

Ｃ評価 

35.7% 

Ｄ評価 

8.0% 

Ｅ評価 

0.9% 
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目標３　様々な分野における男女共同参画の推進

28年度 29年度
Ａ 1 0 0.0%
Ｂ 3 6 40.0%
Ｃ 8 5 33.4%
Ｄ 1 3 20.0%
Ｅ 2 1 6.7%
合計 15 15 100%

目標４　就労における男女共同参画とワーク・ライフ・バランスの推進

28年度 29年度
Ａ 0 0 0.0%
Ｂ 9 11 57.9%
Ｃ 8 6 31.6%
Ｄ 2 2 10.5%
Ｅ 0 0 0.0%
合計 19 19 100%

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 合計

1 1

1 1

3 2 5

2 2 4

3 15 11 4 1 34

2 1 2 5

3 3

4 4

4 4

17 1 18

1 1 2

4 4

2 5 1 8

2 2

1 10 11

2 2

1 1

2 1 3

5 57 40 9 1 112

全課

合　計

生活福祉課

健康推進課

教育総務課

教育指導課

スポーツ振興課

文化振興課

企画政策課・協働推進課

職員課

防災安全課

協働推進課

産業振興課

障害福祉課

担当別自己評価一覧

件数
29年度構成比

高齢福祉課

子育て支援課

子ども育成課

地域福祉課

担当課

秘書広報課

評価

評価
件数

29年度構成比

Ｂ評価 

40% 

Ｃ評価 
33.4% 

Ｄ評価 

20% 

Ｅ評価 
6.7% 

Ｂ評価 

57.9% 

Ｃ評価 

31.6% 

Ｄ評価 

10.5% 
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1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

Ｎｏ. ページ

18

19

20

21

22

23

24

25

11

12

13

14

15

16

協働推進課

全課

担当課

健康推進課

健康推進課

協働推進課

協働推進課

協働推進課

健康推進課

健康推進課、スポーツ振興課

健康推進課

男女平等の視点に基づく進路指導の充実とキャリア教育の推進

事業主等への要請

学習機会の提供の充実

男女平等に関する各種情報の提供【重点事業】

教育指導課

協働推進課、文化振興課

目標２ 男女の人権の尊重

人権尊重教育の推進

教職員研修

疾病の予防と健診事業の充実

健康相談の充実

職員への男女平等研修の実施

育児・介護休業取得に向けての環境づくり【重点事業】

更年期を理解するための情報提供

センタースタッフの育成

市内事業所との意見交換会

センターの周知【重点事業】

センターの機能の充実

センターの事業内容の充実

２　事業一覧

目標１ 男女平等の意識づくり

学習機会の提供の充実

心とからだの健康づくりの推進【重点事業】

事業名

男女平等の視点での市刊行物の見直し

メディア・リテラシーを育成する学習機会の充実

地域における男女平等の啓発

男女共同参画週間事業の実施

年代に応じた性教育の推進

性的少数者に関する講座の開催【重点事業】

小・中学校における個別的支援

事業名

協働推進課

協働推進課

協働推進課

担当課

協働推進課、教育指導課

協働推進課

教育指導課

協働推進課

協働推進課

職員課

職員課

協働推進課

教育指導課

教育指導課

7 



Ｎｏ. ページ

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

48

49

50

51

52

Ｎｏ. ページ

53 26

17

18

19

20

25

健康推進課

健康推進課

高齢福祉課、障害福祉課
子育て支援課、生活福祉課

全課

健康推進課

子育て支援課

子育て支援課

地域福祉課、子育て支援課
教育総務課、教育指導課

子育て支援課

高齢福祉課、障害福祉課
子育て支援課、生活福祉課

協働推進課、子育て支援課

協働推進課、子育て支援課

協働推進課、教育指導課
文化振興課

協働推進課、子育て支援課

職員課、教育指導課

子育て支援課

子育て支援課

子育て支援課、子ども育成課
教育総務課

全課

子育て支援課

子育て支援課

協働推進課、子育て支援課

地域福祉課、高齢福祉課
障害福祉課、子育て支援課、生活福祉課

子育て支援課

性暴力の根絶に向けた広報・啓発の推進

協働推進課

職員課、教育指導課

協働推進課

目標３

庁内等におけるセクシュアル・ハラスメント苦情相談・苦情処理体制の充実

担当課

企画政策課・協働推進課

女性に対する健（検）診事業の充実

健診等による被害者発見時の対応

相談業務の充実

被害者発見時の通報の周知

妊産婦のための相談体制の充実

意識啓発のための情報の提供・発信【重点事業】

若年層に対する暴力の防止に向けた教育の推進

セクシュアル・ハラスメント、ストーカー行為防止に向けた広報・啓発

庁内等におけるセクシュアル・ハラスメント対策【重点事業】

市内居住希望者に対する支援

子どもがいる家庭に対する支援

関連する法制度の運用

被害者の自立のための支援

相談員の資質向上

被害者の安全確保

事業名

各種審議会等への女性の参画促進【重点事業】

セクシュアル・ハラスメント、性犯罪、ストーカー行為等の被害者支援の
充実

配偶者暴力相談支援センター機能の検討

庁内各部署の連携の強化

関係機関との連携強化

被害者の支援に係る情報の取扱いへの留意

特に支援を要する様々な被害者への対応

事業名 担当課

様々な分野における男女共同参画の推進

民間シェルターへの支援

全国的な運動週間と連動した集中的な啓発

被害者の状況に応じた相談機能の充実

相談機関の周知

21

22

23

24
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Ｎｏ. ページ

54

55

56

57

58

59

60

61

62

63

64

65

66

Ｎｏ. ページ

67

68

69

70 30

71

72

73

74

75 32

76

77

78

79

29

31

26

27

28

協働推進課

職員課

協働推進課

産業振興課

協働推進課

協働推進課

協働推進課

協働推進課

教育指導課

協働推進課、教育指導課

協働推進課、産業振興課
高齢福祉課、子ども育成課

防災安全課

防災安全課

防災安全課

防災安全課

家庭内での男女平等意識の推進

男性の育児・介護休業取得に向けた啓発・支援と事業者への働きかけ

モデルケースの紹介【重点事業】

産業振興課

担当課

産業振興課

協働推進課

協働推進課

市役所における女性管理職登用の促進

広聴機会の充実

農業、自営業への男女共同参画

市内事業所における女性登用の促進

女性教員の管理職登用の促進

男女共同参画の推進を担う地域活動団体の育成と連携【重点事業】

市民・事業者に向けた情報提供

女性リーダー育成

消防団、自主防災組織への女性の参画促進

男女共同参画の視点に立った地域防災計画の推進

復職・再就職等を支援する講座の開催【重点事業】

女性の起業に関する情報提供・支援

ワーク・ライフ・バランス推進事業所の認定【重点事業】

地域活動への支援

多世代の交流支援

ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた就労支援

職場環境の見直し、意識改革の推進

事業名

避難所における男女共同参画の推進

防災会議委員への女性の登用【重点事業】

国際ガールズ・デーに連動した国際交流イベントの開催【重点事業】

国際交流の推進と外国都市との友好交流の促進

目標４

特に支援を要する市民に対する支援の充実

長時間労働縮減に向けた啓発

協働推進課

地域福祉課、障害福祉課
子育て支援課、生活福祉課

事業名 担当課

就労における男女共同参画とワーク・ライフ・バランスの推進

33

協働推進課

協働推進課

秘書広報課

産業振興課

協働推進課
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27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

1
男女平等に関する各
種情報の提供

協働推進課
男女共同参画情報
誌「ＹＯＵ・Ｉ」の配布
企業数

0企業 5企業 5企業 5企業 30企業

12
育児・介護休業取得
に向けての環境づく
り

職員課
男性職員の育児休
業取得率

0% 0% 0% 14.3% 10%

14 センターの周知 協働推進課
男女共同参画セン
ターの認知度

52.2% 不明 不明 26% 80%

19
性的少数者に関する
講座の開催

協働推進課 講座の開催回数 0回 0回 0回 0回 1回

健康推進課
健康教室（ヘルシー
スリム教室）参加者
数

31人 30人 30人 26人 70人

スポーツ振興課
総合体育館の利用
者数

37,951人
84,729

人
84,724

人
88,533

人
40,000

人

協働推進課
ＤＶについての認知
度

78.9% 不明 不明 不明 90%

子育て支援課
ＤＶについての認知
度

78.9% 不明 不明 不明 90%

職員課
セクシュアル・ハラス
メント防止研修の実
施

0回 0回 0回 1回 年1回

教育指導課
セクシュアル・ハラス
メント防止研修の実
施

隔年1回 2回 2回 2回 年1回

53
各種審議会等への
女性の参画促進

企画政策課
・協働推進課

審議会委員の女性
割合

28.8% 28% 28.5% 29.4% 40%

60
男女共同参画の推
進を担う地域活動団
体の育成と連携

協働推進課
男女共同参画団体
の発足数

1団体 1団体 0団体 0団体 2団体

64
防災会議委員への
女性の登用

防災安全課
防災会議の女性委
員数

3人 3人 3人 2人 4人

65
国際ガールズ・デー
に連動した国際交流
イベントの開催

協働推進課 イベントの開催回数 0回 1回 1回 1回 1回

68
復職・再就職等を支
援する講座の開催

協働推進課 講座の開催回数 0回 1回 2回 3回 年1回

72
ワーク・ライフ・バラン
ス推進事業所の認定

協働推進課 認定企業数 0企業 0企業 0企業 0企業 1企業

79 モデルケースの紹介 協働推進課
ワーク・ライフ・バラン
ス講座、パネル展の
開催回数

1回 1回 1回 2回 2回

49
庁内等におけるセク
シュアル・ハラスメン
ト対策

Ｎｏ． 事業名 担当課

３　重点事業進捗状況

　社会情勢や本市の現状を踏まえ、課題解決に向けて特に重点的に取り組むべき事業を「重点事業」として位置
付けています。重点事業には数値目標を設けており、目標に基づいた進捗管理を行うこととしています。

22
心とからだの健康づ
くりの推進

31
意識啓発のための情
報発信

重点目標
進捗状況

目標値現状値
（26年度末）
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目標１　男女平等の意識づくり

（１）男女平等意識の啓発・醸成

事業名 目標値

担当課 現状値

男女平等に関する
各種情報の提供
【重点事業】

30企業

協働推進課 5企業

男女平等の視点で
の市刊行物の見直
し

全課

メディア・リテラシー
を育成する学習機
会の充実

協働推進課

（２）家庭や地域、学校、事業所等における男女平等の意識づくり

地域における男女
平等の啓発

協働推進課

No． 事業内容
29年度目標

（前年度に記入）
29年度実施内容 評価 30年度目標

1

市民が男女共同参画の
ことを身近に感じ、男女
共同参画を自身の問題
として理解することを支
援するため、市報や市
ホームページ、男女共同
参画情報誌「ＹＯＵ・Ｉ」、
啓発ポスターなど多様な
媒体を活用して男女平
等やワーク・ライフ・バラ
ンス（仕事と生活の調
和）等についての情報を
提供します。
【重点目標】
男女共同参画情報誌「Ｙ
ＯＵ・Ｉ」の配布企業数

・男女平等の視点に関す
るパネル展を１回以上実
施する。

・市内事業所20か所以
上に情報誌ＹＯＵ・Ｉを配
布する。

・男女共同参画週間に合
わせ、市役所１階ロビー
と緑が丘ふれあいセン
ターでパネル展を実施し
たほか、男女共同参画
週間の主旨について、市
報及びフェイスブックに
掲載して周知した。

・情報誌ＹＯＵ・Ｉを3回発
行し、市民活動団体、講
座参加者、各家庭への
配布を行ったが、事業所
への配布は、金融機関5
か所への配布に留まっ
た。

Ｃ

・男女平等の視点
に関するパネル展
を１回以上実施す
る。

・市内事業所20か
所以上に情報誌Ｙ
ＯＵ・Ｉを配布する。

Ｄ

市報、ホームペー
ジ、ＳＮＳ、情報誌Ｙ
ＯＵ・Ｉ等の媒体を用
いてメディア・リテラ
シーの啓発を行う。

2

本市が広報・出版物で情
報を発信する際には、男
女平等の視点に配慮し
て、ジェンダーに捉われ
ず人権を尊重した表現を
用いることを徹底しま
す。

男女共同参画担当課で
ある協働推進課が率先
して意識づくりを行い、各
課に対し配慮を促してい
く。

言葉やイラスト等により
男女の性別イメージが固
定化されないように、表
現を注意した。

Ｃ

イオンモール、村山デエ
ダラまつり、市内各イベ
ントなど、人が多く集まる
機会でパネル展を実施
し、意識啓発に努める。

イオンモールでパネル展
を実施したほか、村山デ
エダラまつりでDV及びセ
ンターの認知度を上げる
ための啓発を行った。

Ｂ

男女共同参画担当
課である協働推進
課が率先して意識
づくりを行い、各課
に対し配慮を促して
いく。

3

メディアからもたらされる
膨大な情報のうち、男女
の性役割や暴力を助長
する表現等を市民一人
ひとりが無批判に受け入
れるのではなく、主体的
に読み解く力・活用する
力をつけるための学習を
推進・支援します。
また、市報や市ホーム
ページ等を通じて、イン
ターネット上の人権侵害
の防止のための情報提
供を行います。

市報、ホームページ、Ｓ
ＮＳ、情報誌ＹＯＵ・Ｉ等の
媒体を用いてメディア・リ
テラシーの啓発を行う。

緑が丘ふれあいセンター
において、新聞の記事を
毎日切り貼りし展示する
ことで、メディア・リテラ
シーに関する意識を啓
発した。

人が多く集まる
様々な機会でパネ
ル展を実施し、意
識啓発に努める。

4

本市主催のイベント等に
男女共同参画ブースを
出展するなど、地域で啓
発活動を実施します。
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事業名 目標値

担当課 現状値

No． 事業内容
29年度目標

（前年度に記入）
29年度実施内容 評価 30年度目標

男女共同参画週間
事業の実施

協働推進課

学習機会の提供の
充実

物づくり、料理、アートな
ど、趣味や生きがいを見
出し、ワーク・ライフ・バラ
ンスを充実させるための
講座を、5回以上実施す
る。また、緑が丘ふれあ
いセンターの講座は、全
て託児付きで実施する。

（協働推進課）

女性の健康支援として、
健康ウォーキングやヨガ
を体験する「キラキラか
がやき塾」を5回、「輝き
続けるための女性の健
康塾」を1回、いきがい講
座を1回、計7回実施し
た。また、緑が丘ふれあ
いセンターでは、全ての
講座を託児付きで実施し
た。

（協働推進課）

Ａ

物づくり、料理、
アートなど、趣味や
生きがいを見出し、
ワーク・ライフ・バラ
ンスを充実させるた
めの講座を、5回以
上実施する。また、
緑が丘ふれあいセ
ンターの講座は、
全て託児付きで実
施する。

（協働推進課）

協働推進課
文化振興課

引き続き家庭教育講座
を実施し、学習機会の提
供を行っていく。
（文化振興課）

家庭教育講座は計２講
座を開催し、延べ50人の
参加者があった。
なお、子育て中の市民の
ための託児付き事業に
ついては、平成29年度よ
り、託児のための人員予
算を協働推進課で一括
計上することとなった。

（文化振興課）

C

引き続き家庭教育
講座を実施し、学
習機会の提供を
行っていく。
（文化振興課）

人権尊重教育の推
進

教育指導課

教職員研修

教育指導課

5
男女共同参画週間に合
わせて集中的な意識啓
発活動を行います。

男女平等の視点に関す
るパネル展を１回以上実
施する。

男女共同参画週間に合
わせ、市役所１階ロビー
と緑が丘ふれあいセン
ターでパネル展を実施し
たほか、男女共同参画
週間の主旨について、市
報及びフェイスブックに
掲載して周知した。

Ｂ
男女平等の視点に
関するパネル展を
１回以上実施する。

6

家庭における男女平等
や人権尊重、ワーク・ラ
イフ・バランス等について
様々な視点からの意識
啓発を図るため、講座・
講演会や家庭教育学級
など学習機会の提供・支
援を行います。
講座・講演会等の実施に
当たっては、多くの市民
が学習できるように広報
を充実させるとともに、
テーマや実施時間を見
直します。また、子育て
中の市民のために託児
付きの事業を実施しま
す。

7

子どもの頃から人権意
識・男女平等意識を高め
るため、人権教育や男女
平等に関する資料等を
活用し、人権尊重教育を
推進します。

道徳教育をはじめとする
小・中学校９年間の教育
活動全般を通して、意図
的・計画的・継続的にい
じめ撲滅に向けての取
組及び指導を推進してい
く。また、同様に全ての
教育活動を通して人権
教育を推進していく。

各学校で作成した人権
教育全体計画及び道徳
年間指導計画等に基づ
き、全ての教育活動を通
して、人権感覚の涵養及
びいじめ撲滅に向けた資
質・能力の育成を、意図
的・計画的・継続的に進
めてきた。

C

小・中学校９年間の
発達の段階を踏ま
えた男女平等に係
る人権感覚を育成
するため、道徳の
教科化を踏まえた
道徳教育の充実
と、全ての教育活
動を通した人権教
育を推進していく。

8

教職員が男女共同参画
について十分に理解した
上で児童・生徒の指導に
当たるようにするため、
初任者研修や十年経験
者研修、ＯＪＴ等において
「人権教育プログラム」
（東京都教育委員会）等
を活用した研修を行いま
す。

 各小・中学校の教職員
が、児童・生徒一人一人
の人権の大切さを自覚
し、一人の人間として接
するという姿勢で継続的
に指導を行う。さらに、児
童・生徒理解に基づいた
学習指導、生活指導、教
室環境整備等を不断に
充実させていく。

児童・生徒一人一人の
人権を大切にした教育
活動を推進するため、全
教職員を対象とした研修
会を夏季休業日中に実
施した。

C

各小・中学校の教
職員が、自己の人
権感覚を見つめな
おし、適切な言動で
児童・生徒への指
導ができるよう、指
導を継続する。ま
た、LGBTに関する
理解の促進を図る
取組を推進する。
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事業名 目標値

担当課 現状値

No． 事業内容
29年度目標

（前年度に記入）
29年度実施内容 評価 30年度目標

男女平等の視点に
基づく進路指導の
充実とキャリア教育
の推進

教育指導課

事業主等への要請

協働推進課

職員への男女平等
研修の実施

職員課

育児・介護休業取
得に向けての環境
づくり【重点事業】

10%

職員課

H29年
度新規
対象者
（男性
職員）
取得率
14.3%

市内事業所との意
見交換会

協働推進課

引き続き情報誌の
配布等により事業
所に対し意識啓発
を行う。

9

児童・生徒が性別による
固定的な役割分担意識
に捉われずに主体的に
進路（職業）を選択する
能力・態度を育むため、
各学校で人権尊重等の
視点からの生活指導、進
路指導、職場体験等を
計画的に行います。

各小・中学校において、
キャリア教育の研修会を
意図的・計画的に実施す
るための資料等の充実
を図る。

各小・中学校で、キャリ
ア教育が充実するよう、
夏季休業日中に研修会
を実施した。また、進路
指導主任会を通して、各
小・中学校のキャリア教
育の充実を推進した。

C

東京都市町村職員研修
所が実施する「男女共同
参画社会形成研修」へ
の職員派遣を行った。ま
た、性的少数者に対する
理解と配慮を促進し、性
の多様性を認め合う社
会を作るための意識を
醸成することを目的とし
てＬＧＢＴ研修を実施し
た。

Ｃ

児童・生徒が性別
による固定的な役
割分担意識にとら
われず、志をもって
学校生活が営める
よう、各小・中学校
におけるキャリア教
育の充実に資する
研修会を計画的に
実施する。

10

男女共同参画社会の実
現に向けて、商工会等を
通じて市内事業所の事
業主に対する働きかけを
行います。
【具体的内容】
・商工会との協働による
市内事業所向けセミナー
の開催
・商工会を通じた啓発パ
ンフレットの配布

引き続き情報誌の配布
等により事業所に対し意
識啓発を行うとともに、ア
ンケート等を実施し、現
状を把握する。

商工会及び市内事業所5
か所に情報誌ＹＯＵ・Ｉを
配布した。また、事業者
にアンケートを実施し、
男女共同参画状況調査
を行った。

Ｂ

引き続き、東京都
市町村職員研修所
が実施する「男女
共同参画社会形成
研修」への職員派
遣を行う。

12

市職員が育児・介護休
業を躊躇(ちゅうちょ)せず
に取得できるようにする
ため、育児・介護休業関
連制度を周知し、職場に
おける機運の醸成を図り
ます。特に、女性職員に
比べて実績が少ない男
性職員の育児・介護休
業取得を促します。
【重点目標】
男性職員の育児休業取
得率

引き続き男性職員の
育児休業取得率が向
上するよう努める。

育児休業、育児参加休
暇等の子を持つ職員に
関する各種制度につい
て解説した冊子「健やか
な成長を願って」を子が
生まれた職員に配布し、
取得率の向上を図った。
平成29年度における男
性職員の育児休業の新
規取得対象者に対する
取得者の割合は1/7人で
あった。

Ｂ

男性職員が育児
休業を取得しづら
い原因を分析し、
新規取得対象者
に対して効果的
なアプローチを行
うことで取得率の
向上に努めてい
く。

11

市職員に男女平等意識
を定着させるため、対象
者や対象階層を絞った
研修を行います。また、
東京都市町村職員研修
所が実施する研修への
職員派遣を行います。

引き続き、東京都市町村
職員研修所が実施する
「男女共同参画社会形
成研修」への職員派遣を
行う。

13

市職員が市内事業所職
員の男女平等に関する
意識や実態を理解した
上で職務に当たることを
目的として、市内事業所
の職員と市職員との間で
男女共同参画に関する
意見交換会を行います。

市内事業所における現
状や職員の意識を把握
するため、市内事業所に
対しアンケート等を実施
する。

事業者にアンケートを実
施し、男女共同参画状況
調査を行った。

C

アンケート結果を元
に、事業者に対して
情報提供等を行い
市とつながってい
く。
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事業名 目標値

担当課 現状値

No． 事業内容
29年度目標

（前年度に記入）
29年度実施内容 評価 30年度目標

（３）男女共同参画センターの周知啓発と機能の充実

センターの周知【重
点事業】

80%

協働推進課 26%

センターの機能の
充実

協働推進課

センターの事業内
容の充実

協働推進課

センタースタッフの
育成

協働推進課

今後も、人が多く集
まる様々な機会で
アンケート等を実施
し、センターを周知
し男女共同参画の
啓発を行っていく。

ツイッターやフェイスブッ
クを活用して相談事業の
広報を強化し、より多く
の市民に利用していただ
けるセンター作りに努め
る。

フェイスブックの活用や
チラシの配布により各種
事業の広報を行った。
また、健康、料理、メンタ
ル、ＤＶ、ＬＧＢＴ等をテー
マに男女共同参画関連
書籍を充実させ、情報提
供の強化をした。

B

14

誰もが気軽に利用できる
身近な男女共同参画セ
ンターを目指して、市民
のセンターに対する認知
度を高めるための取組を
行います。センターの
ホームページを充実させ
るとともに、情報誌や
メールマガジンを発行し
ます。
【重点目標】
センター認知度

イオンモール、村山デエ
ダラまつり、市内各イベ
ントなど、人が多く集まる
機会でアンケート等を実
施し、センター認知度を
測る。

認知を伺うアンケートを、
村山デエダラまつりで実
施した結果、41人中16人
が、事業者に実施した結
果、24人中1人がセン
ターを知っていた。

認知度　17／65人　26％

Ｃ

特に、相談事業の
周知についてフェイ
スブック等で広報を
強化する。

16

講座や講演会等の開
催、女性の再就職支援、
男女共同参画を推進す
る人材（講師、リーダー、
ボランティア）の育成、男
性の地域参加支援、シニ
アライフ支援など、地域
で生活する市民のため
の取組を充実させます。
また、男女共同参画セン
ター登録団体の活性化
のため、団体の発足や
ネットワークづくりを支援
するとともに、登録団体
ガイドブックの発行、団
体活動紹介ブース等を
設置します。

目的と対象を明確にした
事業を実施し、講座参加
者の増加を図る。特に、
ウィメンズチャレンジプロ
ジェクトの名を冠した創
業・再就職支援の講座を
実施する。

男性対象講座や父子料
理教室、ひとり親支援カ
フェなど、対象を絞った
事業を実施した。また、
登録団体の交流の場と
して、ふれあいフェスティ
バルを開催した。

Ａ

シニアライフ支援事
業を実施する。ま
た、男女共同参画
センター登録団体
の活性化のため、
団体の発足やネッ
トワークづくりを支
援する。

15

市民誰もが気軽に利用
できる身近な男女共同
参画センターとするた
め、相談業務や情報コー
ナーの整備・充実、交流
サロンの設置、他自治体
発行の情報誌等の収
集・提供、男女共同参画
関連図書の整備に取り
組みます。

内容や目的を精査
しながら、研修等に
積極的に参加し、
課題解決や市民
サービス向上につ
ながるスキルや知
識の習得に努め
る。

17

誰もがより気軽に利用で
きる身近な男女共同参
画センターとするため、
男女共同参画センタース
タッフ、サポートスタッフ
を育成します。

内容や目的を精査しな
がら、研修等に積極的に
参加し、課題解決や市民
サービス向上につながる
スキルや知識の習得に
努める。

男女共同参画研修や会
計講座等に職員を派遣
し、知識の習得やスキル
アップに努めた。
また、学生インターンシッ
プの実施により、男女共
同参画の推進を担う若
い世代の育成にも取り組
んだ。

A
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目標２　男女の人権の尊重

（１）互いの性の尊重

事業名 目標値

担当課 現状値

年代に応じた性
教育の推進

パネル展やＳＮＳ等によ
る情報発信を行うほか、
国や都が作成している
パンフレットやカードを配
布して意識啓発を行う。

（協働推進課）

デートＤＶ防止啓発パネ
ル展を1回開催した。ま
た、デートＤＶやＤＶ相談
ナビのカード等で啓発を
行った。
（協働推進課）

Ｃ

パネル展やＳＮＳ等に
よる情報発信を行うほ
か、国や都が作成し
ているパンフレットや
カードを配布して意識
啓発を行う。
（協働推進課）

協働推進課
教育指導課

情報社会における情報リ
テラシー教育との関連を
図った指導の再体系化
を推進する。

（教育指導課）

体育・保健体育等を通し
て、学習指導要領に基
づいた性に対する正しい
知識を身に付けるため
の学習を、各小・中学校
にて実施した。

（教育指導課）

C

体育・保健体育等を
中心とした全ての教
育活動を通して、児
童・生徒が性に対する
正しい知識を身に付
け、発達の段階に応じ
た適切な行動がとれ
るよう努める。

（教育指導課）

性的少数者に関
する講座の開催
【重点事業】

1回

協働推進課 0回

小・中学校におけ
る個別的支援

教育指導課

（２）男女の基本的人権としての健康支援

学習機会の提供
の充実

健康推進課

Ｄ
市民を対象にしたＬＧ
ＢＴ講座を1回開催す
る。

No． 事業内容
29年度目標

（前年度に記入）
29年度実施内容 評価 30年度目標

文部科学省のパンフレッ
トをもとに支援を要する
児童・生徒の実態を把握
する。

性的少数者である児童・
生徒の人権を踏まえ、各
学校でその状況に応じた
個別の対応を推進した。

C

18

男女ともそれぞれの身
体について十分に理解
し、性に対する正しい知
識を身に付けるように
するため、学校等にお
いて男女の性について
の認識を育てる学習の
充実に努めます。

19

性的少数者に対する市
民の理解促進のため、
性同一性障害等の性
的少数者を取り巻く人
権課題等に関する市民
向けの講座を開催しま
す。
【重点目標】
講座の開催回数

市民を対象にしたＬＧＢＴ
講座を1回開催する。ま
た、パネル展やリーフ
レットの配布によるＬＧＢ
Ｔ周知啓発に努める。

市民を対象にした講座
は実施しなかったが、ＬＧ
ＢＴに関するパネル展を
イオンモール等で実施し
た。また、職員を対象に
したＬＧＢＴ研修を1回実
施した。

性的少数者である児
童・生徒の実態を把
握するとともに、適切
な個別の対応がとれ
るよう、管理職等の理
解を一層推進するた
めの研修会を実施す
る。

21

健康づくりに関する講
座や講演会等を開催し
て、市民に対する学習
機会の提供と健康づく
りの支援を行います。
講座や講演会等の開
催に当たっては、多くの
市民が学習できるよう
にするため、広報手段
の充実や内容、実施時
間の見直しを行いま
す。また、子育て中の
市民の参加を支援する
ため、託児付きの事業
を実施します。

引き続き市民に対する学
習機会の提供と健康づく
りの支援を行うとともに、
幅広い世代の市民に講
座や講演会等に参加し
てもらえるよう開催方法
を検討していく。

託児付きの親子講演会
を３回実施した。

B
健康をテーマにした親
子講演会を年６回実
施する。

20

性的少数者である児
童・生徒の人権を擁護
するため、支援を要す
る児童・生徒の状況に
応じて個別の対応を図
ります。
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事業名 目標値

担当課 現状値

No． 事業内容
29年度目標

（前年度に記入）
29年度実施内容 評価 30年度目標

70人

26人

40,000
人

88,533
人

疾病の予防と健
診事業の充実

健康推進課

健康相談の充実

健康推進課

更年期を理解す
るための情報提
供

健康推進課

22

心とからだの健康
づくりの推進【重
点事業】

男女が健康な状態で暮
らすことができる社会の
実現を目指し、食事や
健康管理に関する講演
会等を開催して、健康
意識の普及・充実を図
ります。また、気軽に参
加できるスポーツ教室
の開催や学校の体育
施設の地域開放、総合
体育館の機能の充実
により、市民の体力の
向上を図ります。
【重点目標】
・健康教室（ヘルシース
リム教室）参加者数
・総合体育館の利用者
数

健康教室（ヘルシースリ
ム教室）参加者数：５０人

（健康推進課）

教室名を「ヘルシースリ
ム」から「健康寿命を延
ばそう」に変更し、健康に
ついて幅広く学習できる
事業内容とした。

参加者数：26人

（健康推進課）

Ｃ

各種がん検診を引き続
き行い、がん等の疾病の
早期発見につなげてい
く。

特定健診等を利用し、健
（検）診等の健康に関す
る情報提供を実施した。
また、がん検診等で要精
密となった方には、疾病
の早期発見、早期治療
の必要性を通知した。

Ⅽ

市民の健康意識や健
康状態の向上のた
め、健康教室の内容
を見直し、参加者数の
増加に努める。

健康推進課
スポーツ振興課

市民の誰もが気軽に利
用できる施設運営に努
めていく。

（スポーツ振興課）

施設利用状況について
は、貸切利用、個人利
用、自主事業があり、自
主事業では市民が気楽
に参加できる自由参加
型教室やおためし教室
の参加者数が増加した。
また、大雪や天候不良
の影響で1月から3月は
利用者が減少したが、昨
年度の利用者数の比較
では3,809人の増加と
なった。

（スポーツ振興課）

Ｂ

多様性のあるスポー
ツ環境づくりのため、
「誰もが」「気軽に」「楽
しく」できるスポーツ環
境を目指し、自主事業
の継続やトレーニング
室等の充実により、市
民の体力の向上を図
る。

引き続き、各種健
（検）診等を利用し、健
康に関する情報提供
を行い、受診勧奨に
努める。

24

各種疾病の予防や日
常の健康等に関する正
しい知識を普及するとと
もに、市民の健康に対
する関心を高めるた
め、健康相談を行いま
す。また、相談を必要と
する市民に情報が届く
ように、広報手段を充
実させます。

多くの市民が参加しやす
いように、開催場所等を
工夫しながら引き続き健
康相談を行っていく。

市民の利便性を考慮し、
地区会館等でも健康相
談を実施したが、相談数
の増加にはつながらな
かった。

Ⅾ

相談者の利便性を考
慮し、相談を市役所で
行う。
また、引き続き電話相
談を実施し、市民の健
康に対する関心の向
上に努める。

23

各種がん検診や健康
診査の実施、健康に関
する情報を提供するこ
とにより、がん等の疾
病の早期発見、早期治
療を図るとともに、疾病
に対する市民の正しい
理解を支援します。ま
た、健（検）診の対象者
に情報が届くように、広
報手段を充実させま
す。

25

更年期における男女の
体調の変化等に対する
正しい知識の普及を図
るとともに、更年期に伴
う症状の理解や症状の
緩和についての啓発活
動を実施します。

引き続き電話相談を実
施するとともに、更年期
について正しく理解する
ための情報提供を行う。

更年期における相談は0
件であった。
施設内にポスターを掲示
し、東京都の専門相談窓
口等の周知を行った。

Ⅽ

引き続き電話相談を
実施するとともに、更
年期について正しく理
解するための情報提
供を行う。
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事業名 目標値

担当課 現状値

No． 事業内容
29年度目標

（前年度に記入）
29年度実施内容 評価 30年度目標

妊産婦のための
相談体制の充実

健康推進課

女性に対する健
（検）診事業の充
実

健康推進課

（３）配偶者等からの暴力の防止と被害者の支援

健診等による被
害者発見時の対
応

健康推進課

引き続き、民生・児童委
員へＤＶ等に関する啓発
に努めていく。

（地域福祉課）

DV等に関する啓発チラ
シや、講演会等の案内を
配布して、周知に努め
た。

（地域福祉課）

Ｂ

引き続き、民生・児童
委員へＤＶ等に関する
啓発に努めていく。

（地域福祉課）

引き続き、要保護児童対
策地域協議会の実務者
会議等においてＤＶ等の
事例紹介や検証等を行
い意識の向上を図る。

（子育て支援課）

要保護児童対策地域協
議会を通じて、学校関係
者、医療関係者及び福
祉関係者等に対する周
知に努めた。

（子育て支援課）

Ｂ

引き続き、要保護児
童対策地域協議会の
実務者会議等におい
てＤＶ等の事例紹介
や検証等を行い意識
の向上を図る。

（子育て支援課）

各関係機関との連携を
強化し、問題発生時に速
やかに対応できる体制
作りと対応マニュアルの
整備を進める。

（教育総務課）

DV等が疑われる案件に
対しては、学校等の関係
機関と連携して速やかに
適切な対応を取るよう努
めた。

（教育総務課）

Ｂ

就学援助費の申請の
際に市が作成してい
る子育てサポートの
パンフレット等を配布
する。また、窓口に備
え付け、必要に応じて
情報提供を行う。

（教育総務課）

学校だけでは対応が困
難であるケースに迅速に
対応できるよう、関係機
関との連携体制整備に
努める。

（教育指導課）

４月定例校長会にて被
害者発見時の通報義務
について周知するととも
に、子ども家庭支援セン
ターと連携を密にし、情
報・行動連携を推進し
た。

（教育指導課）

Ｃ

各小・中学校と関係機
関との連携体制を維
持しながら、学校だけ
では対応が困難な
ケースにも迅速な対
応が取れる教職員の
意識の醸成を推進す
る。

（教育指導課）

Ｂ

「子育て世代包括支
援センターハグはぐ・
むらやま」を市民に周
知し、利用者数の増
加に努める。

検診内容の充実を図る
とともに、働く女性が検
診を受けやすい環境を
整備し、がんの早期発見
につなげていく。

働く女性も健（検）診等を
受けやすくするため、土
曜日の健（検）診を設定
し、環境整備に努めた。

Ⅽ

26

妊産婦が抱える様々な
悩みに対応するための
相談体制を充実させま
す。市報や母子健康手
帳交付時の面接を活用
して、相談を必要とする
市民に広く周知します。

引き続き、母子手帳交付
時の面接、赤ちゃん訪
問、健診等を通じて、相
談を行っていく。

「子育て世代包括支援セ
ンターハグはぐ・むらや
ま」で。母子手帳交付の
際に、保健師が全ての
妊婦と面接を実施し、妊
娠期から子育て期にわ
たる相談に応じた。

引き続き、働く女性が
健（検）診を受けやす
い環境整備に努め
る。

28

ＤＶの被害者を早期に
発見して被害の深刻化
を防ぐため、健診等を
通じてＤＶを発見した場
合には、関係機関と連
携して速やかに適切な
対応を取ります。

引き続き、関係機関との
連携を図るため、母子相
談につなげていく。

健診等におけるDV等の
相談は0件だった。

Ⅽ

引き続き、関係機関と
の連携を図るため、母
子相談につなげてい
く。

27

女性特有のがん（乳が
ん、子宮頸がん）検診
や健康診査について、
内容や広報の充実に
努めるとともに、働く女
性が受診しやすいよう
な健（検）診の在り方を
検討します。

29

被害者発見時の
通報の周知

市民や学校関係者、医
療関係者、福祉関係者
に対して、「ＤＶ防止法」
に基づく通報について
周知し、意識の定着を
図ります。

地域福祉課
子育て支援課
教育総務課
教育指導課
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事業名 目標値

担当課 現状値

No． 事業内容
29年度目標

（前年度に記入）
29年度実施内容 評価 30年度目標

全国的な運動週
間と連動した集中
的な啓発

女性に対する暴力をなく
す運動の期間に合わ
せ、パネル展やＳＮＳ等
による情報発信を行う。

（協働推進課）

国際ガールズデーの期
間に、映画「私はマララ」
の上映及びパネル展を
行った。また、女性に対
する暴力をなくす運動の
期間に合わせ、市役所と
緑が丘ふれあいセンター
でパネル展及び図書の
展示を実施した。

（協働推進課）

Ｂ

女性に対する暴力を
なくす運動の期間に
合わせ、パネル展や
ＳＮＳ等による情報発
信を行う。

（協働推進課）

協働推進課
子育て支援課

引き続き、女性に対する
暴力をなくす運動に合わ
せて、東京都女性相談
センター等と連携して集
中的な啓発を行う。

（子育て支援課）

女性に対する暴力をなく
す運動に合わせて、東
京都女性相談センター
等と連携して市内イベン
トなどにおいて啓発活動
を行った。

（子育て支援課）

Ｃ

引き続き、女性に対す
る暴力をなくす運動に
合わせて、東京都女
性相談センター等と連
携して集中的な啓発
を行う。

（子育て支援課）

90%

不明

90%

不明

ＤＶのメカニズムや背
景・実態等に関する市
民や医療関係者、福祉
機関の理解を深めるた
め、ＤＶについてのパン
フレットを作成・配布す
るとともに、市報や市
ホームページなど多様
な手段や機会を通して
情報を提供します。
【重点目標】
ＤＶについての認知度

イオンモール、村山デエ
ダラまつり、市内各イベ
ントなど、人が多く集まる
機会でアンケート等を実
施し、ＤＶの認知度を測
る。

（協働推進課）

DV防止を啓発するパネ
ル展を実施したが、認知
度を図る取り組みはしな
かった。

（協働推進課）

Ｃ

30

全ての市民に「暴力は
決して許さない」という
意識を定着させるた
め、全国的な「女性に
対する暴力をなくす運
動」の期間中にＤＶ防止
のためのパネル展や
パープルリボン運動等
を実施して、集中的な
啓発を行います。

人が多く集まる様々な
機会でアンケート等を
実施し、ＤＶの認知度
を測る。

協働推進課
子育て支援課

引き続きリーフレット及び
カード配布事業を継続し
てゆく。

（子育て支援課）

　市民に対し窓口、村山
デエダラまつり及び
FOODグランプリにおけ
る授乳及びおむつ替え
スペース並びに市民総
合センター、緑ヶ丘出張
所及び児童館等の市内
施設においても啓発のた
めのリーフレット及び
カードの配布を行った。

（子育て支援課）

Ｃ
引き続きリーフレット
及びカード配布事業を
継続してゆく。

31

意識啓発のため
の情報の提供・発
信【重点事業】

18



事業名 目標値

担当課 現状値

No． 事業内容
29年度目標

（前年度に記入）
29年度実施内容 評価 30年度目標

パネル展やＳＮＳ等によ
る情報発信を行うほか、
国や都が作成している
パンフレットやカードを配
布して意識啓発を行う。

（協働推進課）

デートＤＶ防止啓発パネ
ル展を1回開催した。ま
た、ＪＫビジネスについ
て、ホームページで注意
を促した。

（協働推進課）

Ｃ

パネル展やＳＮＳ等に
よる情報発信を行うほ
か、国や都が作成し
ているパンフレットや
カードを配布して意識
啓発を行う。

（協働推進課）

日常の教育活動におい
て、児童・生徒が相互に
一人の人間であるという
意識をもって生活するよ
うに指導を行っていく。

（教育指導課）

各学校で作成した人権
教育全体計画及び道徳
年間指導計画等に基づ
き、全ての教育活動を通
して、人権感覚の涵養及
びいじめ撲滅に向けた資
質・能力の育成を、意図
的・計画的・継続的に進
めてきた。

（教育指導課）

Ｃ

日常の教育活動にお
いて、児童・生徒相互
に一人の人間である
という意識をもって生
活するように指導を
行っていく。

（教育指導課）

協働推進課
教育指導課
文化振興課

国や都が作成している
既存のパンフレット等を、
講座や事業の際に配布
する。

（文化振興課）

文化振興課窓口や公民
館、学習等供用施設等
で、国や都作成のパンフ
レットを配布した。
また、指導者を対象とす
るパンフレット等につい
ては、青少年関係の委
員等へ配布した。

（文化振興課）

Ｃ

国や都が作成してい
る既存のパンフレット
等を、講座や事業の
際に配布する。

（文化振興課）

相談業務の充実

引き続き相談事業を毎
月実施し、男女共同参画
やジェンダーの視点を
持った専門的立場から
の助言を行う相談を実施
するとともに、窓口の周
知を積極的に行い、市民
が気軽に利用できるよう
努める。

（協働推進課）

市民が安心して相談でき
る場として、女性弁護士
による法律相談と、心の
保健室を毎月開催した。
また、市報等で毎月相談
日を周知した。

平成29年度相談件数
71件

（協働推進課）

Ｂ

引き続き相談事業を
毎月実施し、男女共
同参画やジェンダー
の視点を持った専門
的立場からの助言を
行う相談を実施すると
ともに、窓口の周知を
積極的に行い、市民
が気軽に利用できる
よう努める。

（協働推進課）

協働推進課
子育て支援課

引き続き、話しやすい環
境下での母子相談の実
施により被害者への支
援・助言等を行う。

（子育て支援課）

母子相談を実施し、被害
者が相談できる環境の
確保に努めた。また、法
的相談を要するケースに
対しては、市の行う法律
無料相談及び法テラスを
案内した。なお、休日、
夜間の相談に対する
ニーズについては、調査
は行っていないが、要望
等は寄せられていない。

（子育て支援課）

Ｂ

引き続き、話しやすい
環境下での母子相談
の実施により被害者
への支援・助言等を
行う。

（子育て支援課）

相談員の資質向
上

子育て支援課

34

　被害者の悩みや問題
の解決を図り、相談窓
口や各種手続の担当
窓口での二次被害を防
止するため、窓口や相
談担当者を主な対象と
した研修を実施します。
併せて、相談業務に関
するマニュアルを作成
することを検討します。

資質向上のため、東
京都の研修受講と、
連絡会への参加を継
続して行う。

32

若年層に対する
暴力の防止に向
けた教育の推進

デートＤＶや暴力の防
止について、若年層が
主体的に考えることを
支援するため、デートＤ
Ｖや暴力の防止につい
てのパンフレットの配布
等を通して、教育の充
実を図ります。

33

被害者が抱える悩みや
問題の解決を図るた
め、相談窓口において
被害者の安全確保と生
活の安定に向けた助
言・支援を行います。女
性スタッフが応対するこ
とにより、被害者が安
心して悩みを打ち明け
ることのできる環境を確
保します。
今後、相談に対する
ニーズを踏まえ、弁護
士による法律相談や、
休日や夜間でも相談で
きる体制の整備につい
て検討します。

資質向上のため、東京
都の研修受講と、連絡会
への参加を継続して行
う。

東京都による母子自立
支援・婦人相談員の研
修を受講し、東京都相談
員連絡会の参加し情報
交換と共有認識により、
相談員の資質向上を
図った。

Ｂ
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事業名 目標値

担当課 現状値

No． 事業内容
29年度目標

（前年度に記入）
29年度実施内容 評価 30年度目標

引き続き、地域包括支援
センター、高齢者見守り
相談室等との連携を強
化していく。

（高齢福祉課）

地域包括支援センター、
高齢者見守り相談室等
と連携して対応した。

（高齢福祉課）

Ｂ

引き続き、地域包括
支援センター、高齢者
見守り相談室等との
連携を強化していく。

（高齢福祉課）

今年度も、様々なケース
に応じた相談等に対し、
個別に対応する。

（障害福祉課）

障害者の個々のケース
に応じた相談を行った。

（障害福祉課）

Ｃ

今年度も、様々なケー
スに応じた相談等に
対し、個別に対応す
る。

（障害福祉課）

引続き、多様な状況の被
害者の個々のケースに
応じて、個別に対応す
る。

（子育て支援課）

多様な状況の被害者に
応じて、関係機関の協力
のもと柔軟に対応した。

（子育て支援課）

B

引続き、多様な状況
の被害者の個々の
ケースに応じて、個別
に対応する。

（子育て支援課）

相談体制の更なる充実
により、相談業務の質を
向上させる。

（生活福祉課）

相談体制の更なる充実
により、相談業務の質を
向上させられた。

（生活福祉課）

Ｂ

相談体制の更なる充
実により、相談業務の
質を向上させる。

（生活福祉課）

相談機関の周知

子育て支援課

被害者の安全確
保

子育て支援課

35

被害者の状況に
応じた相談機能
の充実

外国人や高齢者、障害
者など、多様な状況の
被害者に応じた相談体
制を整備し、あらゆる被
害者への相談に応じま
す。

高齢福祉課
障害福祉課
子育て支援課
生活福祉課

被害者の安全確保を最
優先つつ、相談窓口の
存在を知ってもらえるよ
うな周知の方法を検討す
る。

ＤＶについて、正しい知
識を啓発するため、リー
フレットを作成し、窓口や
赤ちゃんの駅事業で配
布を行った。

Ｂ

被害者の安全確保を
最優先つつ、相談窓
口の存在を知ってもら
えるような周知の方法
を検討する。

37

保護を求める被害者の
安全確保を図るため、
女性等緊急一時保護
費支給事業や緊急一
時保護
施設（シェルター）を活
用します。

被害者への東京女性相
談センター一時保護所
及び民間シェルターの利
用を図る。

被害者の身柄の安全確
保のため、東京都女性
相談センター及び東京多
摩地域民間シェルター連
絡会との情報連携及び
施設の利用を図った。
平成２９年度
緊急一時保護　４件　１１
人
民間シェルター １件

Ｂ

被害者への東京女性
相談センター一時保
護所及び民間シェル
ターの利用を図る。

36

被害者が躊躇(ちゅう
ちょ)せずに相談窓口を
利用できるようにするた
め、ＤＶの相談窓口の
情報を記載した周知
カードやパンフレット等
を作成し、市内公共施
設の窓口や医療機関
等に配布します。加え
て、様々な機会を通じ
てＤＶの相談窓口を周
知します。
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事業名 目標値

担当課 現状値

No． 事業内容
29年度目標

（前年度に記入）
29年度実施内容 評価 30年度目標

引き続きネットワークの
構築に努める。

（高齢福祉課）

連携する関係機関が増
加し、ネットワークの構築
が進んでいる。虐待によ
る高齢者の養護者から
の引き離しを経て、措置
入所を１件実施した。

（高齢福祉課）

Ｂ

引き続きネットワーク
の充実に努め、適切
な支援を実施する。

（高齢福祉課）

福祉施設等との連携を
図り、虐待を受けた障害
者の一時的な保護する
ための居室の確保など、
障害者の擁護に対応す
る。

（障害福祉課）

擁護者等による虐待を
受けた障害者の一時保
護するための居室を確
保した。

（障害福祉課）

Ｃ

今年度も、福祉施設
等との連携を図り、虐
待を受けた障害者の
一時的な保護するた
めの居室の確保な
ど、障害者の擁護に
対応する。

（障害福祉課）

引き続き、個々のケース
に対応できるよう、東京
都や福祉施設等と連携
を図る。

（子育て支援課）

外国人相談者等の個々
のケースに応じて対応し
た。また、緊急な一時保
護を要するケースに備
え、一時保護を行う民間
団体への支援を行った。

（子育て支援課）

B

引き続き、個々のケー
スに対応できるよう、
東京都や福祉施設等
と連携を図る。

（子育て支援課）

福祉施設等との連携を
強化し、福祉施設等を活
用した確実な保護の実
施を行う。

（生活福祉課）

福祉施設等との連携を
強化し、福祉施設等を活
用した確実な保護の実
施を行った。

（生活福祉課）

Ｂ

福祉施設等との連携
を強化し、福祉施設等
を活用した確実な保
護の実施を行う。

（生活福祉課）

被害者の支援に
係る情報の取扱
いへの留意

全課

民間シェルターへ
の支援

子育て支援課

38

特に支援を要す
る様々な被害者
への対応

特に支援を必要とする
外国人、高齢者、障害
者等の被害者を確実に
保護するため、福祉施
設等との連携を図り、
必要に応じて施設の活
用について検討しま
す。

高齢福祉課
障害福祉課
子育て支援課
生活福祉課

39

被害者が加害者に居
所を知られることなく生
活できるように支援す
るため、住民基本台帳
の閲覧や住民票交付
等の取扱いには十分留
意します。また、国民健
康保険、介護保険、児
童手当など住民基本台
帳の情報に基づいて事
務処理を行う部署にお
いても、情報管理を徹
底します。

ＤＶ被害者の個人情報
の取扱いは特に注意を
要するものであり、関係
各課による情報共有な
ど、連携する場を設ける
よう検討する。

各課の業務において、個
人情報等の取扱いには
十分に配慮しており、必
要に応じて関係各課で
情報を共有した。

Ａ

引き続き、ＤＶ被害者
の個人情報の取扱い
には気を付けて、関係
各課で連携しながら
業務をこなしていく。

40

保護を求める被害者の
緊急一時保護を確実に
行うため、民間の緊急
一時保護施設運営事
業者に対する補助事業
を実施します。この事業
を通して、民間シェル
ターの安定的運営を支
援します。

引き続き、東京多摩地域
民間シェルター連絡会の
安定運営のために補助
金を交付する。

東京都多摩地域民間
シェルター連絡会へ母子
緊急一時保護施設補助
金を交付し民間シェル
ターの安定的運営を支
援した。

引き続き、東京多摩
地域民間シェルター
連絡会の安定運営の
ために補助金を交付
する。

Ｂ
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事業名 目標値

担当課 現状値

No． 事業内容
29年度目標

（前年度に記入）
29年度実施内容 評価 30年度目標

配偶者暴力相談
支援センター機能
の検討

子育て支援課

被害者の自立の
ための支援

子育て支援課

市内居住希望者
に対する支援

子育て支援課

引き続き関係機関及び
施設との連携により被害
者の自立を促す。

（子育て支援課）

被害者の経済的及び心
理的支援において、関係
機関及び施設との連携
により自立支援を行っ
た。
平成２９年度　施設入所
者
母子生活支援施設
１世帯　３人

（子育て支援課）

Ｂ

引き続き関係機関及
び施設との連携により
被害者の自立を促
す。

（子育て支援課）

母子相談員、子ども家庭
支援センター等との連携
を図り、保育所に入所す
る必要がある児童につ
いては、優先して保育所
に入所できるよう現行の
体制を継続する。

（子ども育成課）

母子相談員、子ども家庭
支援センター等との相談
を通して、必要に応じて
優先的に保育所に入所
することができるようにし
ている。

（子ども育成課）

Ｂ

母子相談員、子ども
家庭支援センター等と
の連携を図り、保育所
に入所する必要があ
る児童については、優
先して保育所に入所
できるよう現行の体制
を継続する。

（子ども育成課）

子育て支援課
子ども育成課
教育総務課

各関係機関との連携を
強化し、問題発生時に速
やかに対応できる体制
作りと対応マニュアルの
整備を進める。

（教育総務課）

児童虐待等が疑われる
案件に対しては、学校等
の関係機関と連携して速
やかに適切な対応を取
るよう努めた。

（教育総務課）

B

各種関係機関との連
携を強化し、問題発生
時に速やかに対応で
きる体制作りを進め
る。

（教育総務課）

引続き、配偶者暴力
相談支援センター機
能について研究を行
う。

引き続き関係機関及
び施設との連携により
被害者の自立を促
す。

41

配偶者からの暴力の防
止及び被害者の保護を
図るため、ＤＶ防止法に
基づく配偶者暴力相談
支援センター機能を備
えるよう検討します。

引き続き、配偶者暴力相
談支援センター機能につ
いて研究を行う。

配偶者暴力相談支援セ
ンター機能について研究
を行った。なお、平成３０
年４月１日現在、都内２６
市において配偶者暴力
相談支援センターを設置
している市はない。

B

42

B

引き続き関係機関及び
施設との連携により被害
者の自立を促す。

被害者の経済的及び心
理的支援において、関係
機関及び施設との連携
により自立支援を行っ
た。

Ｂ

被害者がＤＶの被害か
ら完全に逃れ、経済的
に自立することを支援
するため、被害者の状
況に応じて、職業訓練
や自立支援給付金事
業などひとり親家庭に
対する各種支援制度を
活用します。

44

子どもがいる家庭
に対する支援

43

引き続き被害者の安
全確保を最優先しつ
つ、最大限の支援を
行う。

被害者の一時保護施
設等退所後の生活基
盤を確保し、自立した
生活を再建するため、
市内在住希望者に対す
る住宅確保の支援を行
います。

被害者の安全確保を最
優先しつつ、最大限の支
援を行うよう努めていく。

市内に居宅を希望する
被害者はいなかった。ま
た、市外の施設へ保護し
た被害者の自立後の住
宅確保については、施設
との連携により支援を
行った。

子どもがいる被害者が
子どもとともに安心して
生活できるようにするた
め、学校や保育園等の
関係機関との連携によ
り、子育てや教育相談
体制を充実させます。
また、被害等により子ど
もを通常どおり就学さ
せることが困難な家庭
に対して、就学援助や
就学相談を行います。
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事業名 目標値

担当課 現状値

No． 事業内容
29年度目標

（前年度に記入）
29年度実施内容 評価 30年度目標

関連する法制度
の運用

全課

民生・児童委員からＤＶ
等に関する相談があった
場合は、関係機関や関
係各課につなぎ、情報共
有と対策について検討し
ていく。

（地域福祉課）

民生・児童委員からＤＶ
等に関する相談があった
場合は、関係機関や関
係各課につないでいる。

（地域福祉課）

Ｂ

民生・児童委員からＤ
Ｖ等に関する相談が
あった場合は、関係
機関や関係各課につ
なぎ、情報共有と対策
について検討してい
く。

（地域福祉課）

「地域ケア会議」をさらに
充実させ、関係機関との
連携強化に努める。

（高齢福祉課）

地域の課題解決のため
の「地域ケア会議」等を
開催し、関係機関との連
携を強化した。

（高齢福祉課）

Ｂ

「地域ケア会議」を更
に充実させ、関係機
関との連携強化に努
める。

（高齢福祉課）

ＤＶをはじめとする暴力
や人権被害の解決に向
けて、警察や東京都等
の関係機関、市医師会
等の医療関係者や民
生・児童委員等の福祉
関係者との連携を強化し
ます。

（障害福祉課）

ＤＶをはじめとする暴力
や人権被害の解決に向
けての相談支援を行っ
た。

（障害福祉課）

Ｃ

今年度も、ＤＶをはじ
めとする暴力や人権
被害の解決に向け
て、警察や東京都等
の関係機関、市医師
会等の医療関係者や
民生・児童委員等の
福祉関係者との連携
を強化します。

（障害福祉課）

各種関係機関や施設と
の情報共有を行い、様々
なケースの被害に対応
できる体制を作る。

（子育て支援課）

東京女性相談センター、
児童相談所、周辺市や
警察及び相談員との連
絡会へ参加し関係機関
との情報共有と連携を
図った。

（子育て支援課）

Ｂ

各種関係機関や施設
との情報共有を行い、
様々なケースの被害
に対応できる体制を
作る。

（子育て支援課）

福祉関係者との連絡会
等で情報の収集及び発
信を行い、更なる連携の
強化を図る。

（生活福祉課）

福祉関係者との連絡会
等で情報の収集及び発
信を行い、更なる連携の
強化を図れた。

（生活福祉課）

Ｂ

福祉関係者との連絡
会等で情報の収集及
び発信を行い、更なる
連携の強化を図る。

（生活福祉課）

引き続き、個人情報
の取扱いに十分注意
しながら、関係各課の
連携を強化して被害
者が安心して生活で
きる環境作りを整備し
ていく。

46

関係機関との連
携強化

ＤＶをはじめとする暴力
や人権被害の解決に
向けて、警察や東京都
等の関係機関、市医師
会等の医療関係者や
民生・児童委員等の福
祉関係者との連携を強
化します。必要に応じ
て、関係機関による行
政機関等連絡会を開催
します。

地域福祉課
高齢福祉課
障害福祉課
子育て支援課
生活福祉課

45

被害者が加害者に居
所を知られることなく生
活できるように支援す
るため、国民健康保
険、介護保険、児童手
当等について、住民票
の異動を経なくても
サービスの利用ができ
るように、弾力的な運
用を図ります。運用に
当たっては、各関係部
署の連携を密にしま
す。

関係各課による連携や
情報共有を行い、ＤＶ被
害者が安心して必要な
サービスを受けられる体
制が整備されている。

Ａ

個人情報の取扱いに十
分注意しながら、関係各
課の連携を強化して被
害者が安心して生活でき
る環境作りを整備してい
く。
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事業名 目標値

担当課 現状値

No． 事業内容
29年度目標

（前年度に記入）
29年度実施内容 評価 30年度目標

庁内各部署の連
携の強化

子育て支援課

（４）セクシュアル・ハラスメントや性犯罪の防止と被害者の支援

セクシュアル・ハ
ラスメント、ストー
カー行為防止に
向けた広報・啓発

協働推進課

年1回

1回

年1回

2回

性暴力の根絶に
向けた広報・啓発
の推進

協働推進課

引き続き連絡会組織に
よる連携を図る。

配偶者等暴力被害者支
援連絡会により、情報共
有と対策について検討
及び対応を行った。

引き続き連絡会組織
による連携を図る。

市内のあらゆる場にお
けるセクシュアル・ハラ
スメントやストーカー行
為の発生防止に向け
て、市報や市ホーム
ページ等の様々な手段
や機会を活用して情報
を提供し、意識啓発に
努めます。

国際ガールズデーや女
性に対する暴力をなくす
運動の期間に合わせ、
パネル展やＳＮＳ等によ
る情報発信を行うほか、
講座や講演会等の実施
により市民に対し直接的
な意識啓発を働きかけ
る。

国際ガールズデー及び
女性に対する暴力をなく
す運動の期間に合わ
せ、市役所と緑が丘ふれ
あいセンターでパネル展
を実施したが、講座や講
演会は実施しなかった。

Ｄ

Ｂ

国際ガールズデーや
女性に対する暴力を
なくす運動の期間に
合わせ、パネル展以
外の方法で啓発活動
を行う。

47

相談や関係窓口で対応
する担当者がそれぞれ
の部署の職責に応じた
適切な対応ができるよ
うにするため、庁内連
携組織を設置します。
庁内関係部署間の連
携を通して、被害者が
支援を受ける際に必要
な各種手続の簡素化・
一元化を検討します。

49

庁内等における
セクシュアル・ハ
ラスメント対策【重
点事業】

就労の場（市役所）、教
育の場（学校）における
セクシュアル・ハラスメ
ントの発生防止に向け
て、市職員及び教職員
に対するセクシュアル・
ハラスメント防止研修
等を実施します。
【重点目標】
セクシュアル・ハラスメ
ント防止研修の実施

引き続き、東京都市町村
職員研修所が実施する
研修への職員派遣を実
施するとともに、ハラスメ
ント防止研修を実施す
る。

（職員課）

東京都市町村職員研修
所が実施する「ハラスメ
ントの防止」を含む管理
者研修への職員派遣を
行った。また、平成29年3
月に武蔵村山市職員ハ
ラスメント防止の指針が
策定されたことに伴い、
管理者向けの「ハラスメ
ント防止研修」を実施し
た。

（職員課）

Ｂ

48

Ｃ

引き続き、東京都市
町村職員研修所が実
施する研修への職員
派遣を実施するととも
に、ハラスメント防止
研修を実施する。

職員課
教育指導課

職員一人ひとりがハラス
メント防止の意識を持つ
よう、研修の実施を検討
する。

（教育指導課）

　各小・中学校におい
て、セクシャル・ハラスメ
ントの発生防止に係る研
修会を、全教員を対象に
年間２回実施した。

（教育指導課）

C

　各小・中学校におい
て、教職員一人一人
がハラスメント防止の
意識をもつよう、年間
２回の研修会を実施
する。

パネル展以外の方法
で啓発活動を行う。

国際ガールズデーや女
性に対する暴力をなくす
運動の期間に合わせ、
パネル展やＳＮＳ等によ
る情報発信を行うほか、
講座や講演会等の実施
により市民に対し直接的
な意識啓発を働きかけ
る。

性犯罪防止に関するパ
ネル展を市役所で実施し
たが、講座や講演会は
実施しなかった。

50

性暴力、性犯罪の実態
についての広報や関係
法令の周知等を通し
て、性犯罪の根絶を図
ります。
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事業名 目標値

担当課 現状値

No． 事業内容
29年度目標

（前年度に記入）
29年度実施内容 評価 30年度目標

セクシュアル・ハ
ラスメント、性犯
罪、ストーカー行
為等の被害者支
援の充実

引き続き相談事業を毎
月実施し、男女共同参画
やジェンダーの視点を
持った専門的立場から
の助言を行う相談を実施
するとともに、窓口の周
知を積極的に行い、市民
が気軽に利用できるよう
努める。

（協働推進課）

女性弁護士による法律
相談と、心の保健室につ
いて、相談日を毎月市報
に掲載したほか、情報誌
ＹＯＵ・Ｉと緑が丘ふれあ
いセンターのパンフレット
に窓口の情報を掲載し、
市内各方面に配布した。

平成29年度相談件数
56件

（協働推進課）

Ｂ

引き続き相談事業を
毎月実施し、男女共
同参画やジェンダー
の視点を持った専門
的立場からの助言を
行う相談を実施すると
ともに、窓口の周知を
積極的に行い、市民
が気軽に利用できる
よう努める。

（協働推進課）

協働推進課
子育て支援課

引き続き、相談室（個室）
を利用した相談業務を
行っていく。

（子育て支援課）

相談業務において、相談
室（個室）の利用や個人
情報等の取扱には十分
な配慮を図っている。た
だし、臨床心理士による
相談業務実施について
は検討していない。

（子育て支援課）

Ｂ

引き続き、相談室（個
室）を利用した相談業
務を行っていく。

（子育て支援課）

庁内等における
セクシュアル・ハ
ラスメント苦情相
談・苦情処理体制
の充実

武蔵村山市職員ハラスメ
ント防止の指針に基づ
き、引き続き苦情相談・
苦情処理体制の充実を
図る。
（職員課）

ハラスメントの相談等に
対し、迅速かつ適切に対
応した。

（職員課）

Ｂ

武蔵村山市職員ハラ
スメント防止の指針に
基づき、引き続き苦情
相談・苦情処理体制
の充実を図る。

（職員課）

職員課
教育指導課

各小中学校において、セ
クシュアル・ハラスメント
に関する実態調査を行
う。

（教育指導課）

各小・中学校に男・女そ
れぞれのセクシャル・ハ
ラスメント相談担当教員
を設置し、被害者からの
相談に迅速に対応する
ための体制づくりを行っ
た。具体的な相談につい
ては認められなかった。

（教育指導課）

C

各小・中学校にセク
シャル・ハラスメント相
談担当教員を男女そ
れぞれで設置し、被害
者からの相談に迅速
に対応する体制を整
備するとともに、その
実態調査を行う。

（教育指導課）

51

セクシュアル・ハラスメ
ントや性犯罪、ストー
カー行為の被害者が二
次被害を受けることを
防ぐため、相談員の資
質向上に努めるととも
に、プライバシー保護に
配慮した相談窓口の運
営や臨床心理士等によ
る相談の実施について
検討します。

52

就労の場（市役所）、教
育の場（学校）において
セクシュアル・ハラスメ
ントが発生した場合に
は、被害者からの相談
を受けて迅速に対応す
ることのできる苦情処
理体制を整備します。
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目標３　様々な分野における男女共同参画の推進

（１）政策・方針決定過程への女性の参画促進

事業名 目標値

担当課 現状値

市役所における女
性管理職登用の促
進

職員課

広聴機会の充実

秘書広報課

女性リーダー育成

協働推進課

No． 事業内容
29年度目標

（前年度に記入）
29年度実施内容 評価 30年度目標

53

各種審議会等への
女性の参画促進
【重点事業】

審議会等の委員構成が
男女いずれか一方の性
に偏ることのないように
するため、絶えず委員の
登用状況を見直します。
【重点目標】
審議会等委員の女性割
合

女性委員の参画状況を
確認するための調査を
実施し、女性委員の比率
を把握した上で、各課に
対して積極的な登用に
努めるよう促す。また、
女性委員が会議に参加
しやすいように、保育付
きで会議を開催するよう
各課に対して促してい
く。

各課における公募委員
の女性委員の比率を調
査し、現状を把握した。
また、育児中の女性でも
会議に参加しやすいよ
う、一時保育の制度化に
向けて検討した。

40%

C

公募委員比率の拡
大を図るため、審
議会等における公
募委員割合の基準
を策定する。

企画政策課
協働推進課

29%

54

本市の政策・方針決定
過程への女性の参画を
促進するため、職員に対
し、管理職試験の受験を
促します。

引き続き対象者に受験
を促し、女性割合が向上
するよう努める。

対象者に東京都市町村
職員研修所が実施する
管理職昇進前研修の受
講や管理職試験の受験
を促したが、女性の管理
職昇任者は出なかった。

Ｃ

引き続き対象者に
受験を促し、女性
管理職の割合が向
上するよう努める。

55

市民の市政への参画意
識の高揚を図り、政策・
方針決定過程に女性が
参画しやすい環境を整
備して女性の視点を市
政全般に反映させるた
め、広聴機会の充実に
努めます。

市民と市長のタウンミー
ティングにおいて保育
サービスを継続し、子育
て世代の市民が参加し
やすい環境に配慮した
回を設定することで、女
性の参画を促していく。

市民と市長のタウンミー
ティング会場では保育
サービスを行い、子育て
世代の参加を促したが、
サービス利用者はいな
かった。

Ｃ

市民と市長のタウ
ンミーティングにお
いて保育サービス
を継続し、子育て世
代の市民が参加し
やすい環境に配慮
した回を設定するこ
とで、女性の参画を
促していく。

56

地域活動の活動方針の
決定過程等を中心的に
担うリーダーや役員等へ
の女性の参画を促すた
め、女性リーダーを育成
する研修・講座を開催し
ます。また、研修・講座
参加者のネットワークづ
くりを支援します。

女性リーダーを育成する
講座・交流会を実施する
ほか、起業などのキャリ
アアップを支援する講座
を実施する。

女性の起業を支援する
起業フェスタを3回実施し
たが、女性リーダーを育
成する講座・交流会は実
施しなかった。

Ｃ

女性リーダーを育
成する講座・交流
会を実施するほ
か、起業などのキャ
リアアップを支援す
る講座を実施する。
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事業名 目標値

担当課 現状値

No． 事業内容
29年度目標

（前年度に記入）
29年度実施内容 評価 30年度目標

農業、自営業への
男女共同参画

産業振興課

市内事業所におけ
る女性登用の促進

協働推進課

女性教員の管理職
登用の促進

教育指導課

（２）地域社会における男女共同参画の推進

男女共同参画の推
進を担う地域活動
団体の育成と連携
【重点事業】

2団体

協働推進課 0団体

（３）防災分野における男女共同参画の推進

消防団、自主防災
組織への女性の参
画促進

防災安全課

B

昨年度同様、認定
農業者申請者に対
し家族経営協定締
結を働きかけ、効
率的、かつ、安定し
た農業経営ができ
るよう促す。

市ホームページやフェイ
スブックでポジティブ・ア
クションの意味や内容を
啓発する。

ポジティブ・アクションに
関する情報提供や周知
啓発の取組みは行わな
かった。

Ｅ

57

農業、自営業分野にお
いて女性が果たしている
役割の重要性に照らし
て、女性が業務に参加・
協力するだけではなく、
経営に参画できるように
働きかけを行います。
併せて、農業、自営業分
野の女性を取り巻く労働
条件、生活環境の改善
に向けた情報提供に努
めます。

家族協定締結農家を新
たに1件増加させる。

農業経営改善計画認定
を申請した農業者のう
ち、１件について家族経
営協定書を締結した。

市ホームページや
フェイスブックでポ
ジティブ・アクション
の意味や内容を啓
発する。

59

教育の場における方針
決定過程への女性の参
画を促進するため、女性
教員に対し、管理職試験
の受験を促します。

女性教員の主任教諭・
主幹教諭の受験率を上
げるよう奨励していく。

　各小・中学校長を通し
て該当する教員へ具体
的に受験を促した。主任
教諭受験者２１人中、１１
人が女性の受検者で
あった。

Ｂ

　教員としてのライ
フステージを具体
的に描き、志をもっ
て職務に励むこと
ができるよう、該当
する教員に対し、管
理職への受験を積
極的に促していく。

58

市内事業所における方
針決定過程への女性の
参画を促進するため、積
極的改善措置（ポジティ
ブ・アクション）の導入等
に関する情報提供を行
います。

60

地域における男女共同
参画を推進するため、地
域で男女共同参画社会
の実現に向けた公益的
な活動を行う市民グルー
プ（団体）を育成するとと
もに、連携を強化しま
す。
【重点目標】
男女共同参画団体の発
足数

緑が丘ふれあいセンター
の事業で、センターを利
用している団体の活動
紹介やブース出展等の
機会を設け、男女共同参
画の活動について意識
作りを行う。

緑が丘ふれあいセンター
の利用団体の紹介コー
ナーを設けており、事業
実施を通じて各種団体と
の連携はしているが、男
女共同参画の推進を主
な活動とする団体の発
足には至っていない。

Ｄ

緑が丘ふれあいセ
ンターの事業で、セ
ンターを利用してい
る団体の活動紹介
やブース出展等の
機会を設け、男女
共同参画の活動に
ついて意識作りを
行う。

61

防災分野における固定
的な性別による役割分
担意識の解消のため、
消防団への女性の入団
を促進します。また、自
主防災組織への男女双
方の参画を促します。

女性消防団に関しては、
目標値である10名の参
画に引き続き入団を推
進していく。自主防災組
織に関しては、男女双方
の参画を今まで同様促し
ていく。

現在7名で活動してい
る。引き続き、10名の団
員確保をめざし活動して
いく。
自主防災組織への女性
の参画は高いものと思
われる。引き続き男女双
方の参画をお願いしてい
る。

B

女性消防団に関し
ては、目標値であ
る10名の参画に引
き続き入団を推進
していく。
自主防災組織に関
しては、男女双方
の参画を今まで同
様促していく。
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事業名 目標値

担当課 現状値

No． 事業内容
29年度目標

（前年度に記入）
29年度実施内容 評価 30年度目標

男女共同参画の視
点に立った地域防
災計画の推進

防災安全課

避難所における男
女共同参画の推進

防災安全課

防災会議委員への
女性の登用【重点
事業】

4人

防災安全課 ２人

（４）国際理解・国際交流の推進

国際ガールズ・デー
に連動した国際交
流イベントの開催
【重点事業】

1回

協働推進課 1回

国際交流の推進と
外国都市との友好
交流の促進

広く市民を対象にした国
際交流事業の実施を検
討する。

（協働推進課）

市内の高校生を対象に、
横田基地英語ツアーを
実施し、文化交流を図っ
た。
参加者　31名

（協働推進課）

Ｂ

広く市民を対象にし
た国際交流事業の
実施を検討する。

（協働推進課）

協働推進課
教育指導課

横田基地での交流事業
など、市内小中学生のた
めの国際理解教育の充
実を図る。

（教育指導課）

　各小・中学校の児童・
生徒が横田基地内の学
校（メンデル小学校・ウエ
スト小学校・ヨコタミドル
スクール）との交流事業
を４回実施し、国際理解
教育の充実を図った。

（教育指導課）

Ｃ

各小・中学校の児
童・生徒が横田基
地内の学校（メンデ
ル小学校・ウエスト
小学校・ヨコタミドル
スクール）との交流
事業を実施し、国
際理解教育を推進
する。

（教育指導課）

62

男女共同参画の視点を
踏まえた災害対応を図る
ため、地域防災計画の
見直しに当たっては、男
女共同参画の視点を反
映させます。

今後、見直しの必要性が
発生した場合は、男女共
同参画の視点を反映さ
せていく。

平成31年度に地域防災
計画（平成26年3月修
正）を見直す予定であ
り、見直しに向けて、男
女共同参画の視点を反
映させた準備を実施して
いる。

D

災害発生時の女性の人
権を擁護するため、避難
所の運営に女性を参画
させるよう検討します。

避難所体験訓練時等を
捉え、女性目線に関する
意見交換を実施する等、
避難所運営の充実を
図っていく。

避難所管理運営マニュ
アル作成にあたり、女性
職員との意見交換を実
施し、女性目線のマニュ
アル作成に努めた。ま
た、平成29年度避難所
体験訓練において、本年
3月に東京都より発行さ
れた、東京防災女性版
の「東京くらし防災」を配
布するなど、防災意識の
向上に努めた。

B

来年度に地域防災
計画（平成26年3月
修正）を見直す予
定であり、見直しに
向けて、男女共同
参画の視点を反映
させた準備を実施
していく。

Ｂ

国際ガールズデー
に合わせて映画の
上映やワークショッ
プを開催するほか、
パネル展示やフェ
イスブックによる啓
発を行う。

各避難所での避難
所管理運営マニュ
アルの作成にあた
り、避難所運営に
女性の意見が反映
できるように、女性
目線に関する意見
交換等を取り入
れ、避難所管理運
営マニュアルを策
定していく。

64

男女共同参画の視点を
踏まえた災害対応を図
り、災害発生時の女性の
人権を擁護するため、市
防災会議委員に女性を
積極的に登用します。
【重点目標】
防災会議の女性委員数

目標値である４名の女性
委員の参画を目指し、災
害発生時の女性の人権
を擁護するため体制づく
りをめざす。

平成30年3月31日現在、
2名の女性委員が参画し
ている。引き続き、防災
会議等で登用について
推進していき、目標値で
ある4名の女性委員の参
画をめざしていく。

D

目標値である4名の
女性委員の参画を
目指し、防災会議
等で登用について
働きかけするなど、
災害発生時の女性
の人権を擁護する
ため体制づくりをめ
ざす。

63

66

市民が諸外国の生活習
慣や文化に接し、外国人
との親善交流を通じて相
互の理解を深め、国際
的視野を持つことを支援
するため、市内在住外国
人や横田基地住民との
交流や青少年の海外派
遣、国際理解教育推進
事業（外国青年英語教
育推進事業）等を通した
友好交流を促進します。

65

開発途上国を中心とした
世界の国々における女
子（１８歳未満）の境遇を
理解し、女子の持つ可能
性についての社会的意
識を向上させるため、国
連が平成２３年に定めた
「国際ガールズ・デー」に
ちなんだ国際交流イベン
トを緑が丘ふれあいセン
ターで開催します。
【重点目標】
イベントの開催回数

国際ガールズデーに合
わせて映画の上映や
ワークショップを開催す
るほか、パネル展示や
フェイスブックによる啓発
を行う。

国際ガールズデーの期
間に、映画「私はマララ」
の上映及びパネル展を
行った。
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目標４　就労における男女共同参画とワーク・ライフ・バランスの推進

（１）男女とも多様な働き方のできる社会の形成

事業名 目標値

担当課 現状値

市民・事業者に向け
た情報提供

産業振興課

復職・再就職等を支
援する講座の開催
【重点事業】

年1回

協働推進課 3回

女性の起業に関す
る情報提供・支援

協働推進課

30年度目標

事業者に対しては、商工
会を通じて、東京都労働
相談情報センター等が
発行する労働環境啓発
資料の情報提供を行っ
た。市民に対しても、市
民向けの啓発情報やパ
ンフレットの提供を行っ
た。

C

No． 事業内容
29年度目標

（前年度に記入）
29年度実施内容 評価

昨年度同様にチラ
シやパンフレットの
配布により、市内事
業所等に対し、就
労の場における均
等待遇に向けた理
解等について啓発
していく。

68

復職・再就職を希望する
市民が円滑に職場復帰・
再就職できるようにする
ため、男女共同参画セン
ター「ゆーあい」で復職・
再就職に当たって必要
なビジネススキル等を解
説する講座を行います。
【重点目標】
講座の開催回数

マザーズハローワーク等
と連携し、ウィメンズチャ
レンジプロジェクトの名を
冠した創業・再就職支援
の講座を実施する。ま
た、女性が積極的に創
業・再就職等に踏み出せ
るための意識啓発を行っ
ていく。

女性が自立するための
再就職支援としてマザー
ズハローワークと連携し
たウィメンズチャレンジプ
ロジェクト再就職セミナー
を3回実施した。

Ｂ

事業を実施するに
あたり、充分な広報
を行い、集客を高
める。

引き続き、就労支
援・創業支援を行っ
ていく。また、女性
が積極的に創業・
再就職等に踏み出
せるための意識啓
発を行っていく。

67

就労の場における男女
平等の取扱いを徹底す
るとともに、就労形態に
よる差別を防止するた
め、市内事業者に対して
各種制度や多様な働き
方に関する情報提供を
行い、均等待遇に向けた
理解を促します。
市民に対しては、非正規
雇用の現状やパートタイ
ム労働法、労働者派遣
法の内容など多様な労
働形態についての情報
提供を行います。

チラシやパンフレットの
配布により、市内事業所
等に対し、就労の場にお
ける男女平等の取扱い
について啓発していく。

69

家庭生活と仕事を両立
する働き方として起業
（企業・ＮＰＯ）を目指す
女性を支援するため、起
業に関する情報提供や
相談等を行います。

女性が自立するための
再就職支援としてマザー
ズハローワークと連携し
たウィメンズチャレンジプ
ロジェクト再就職セミナー
を3回実施した。また、創
業・起業を経験した人を
招いたワークショップ「プ
チ起業フェスタ」を2回実
施した。

Ｂ

マザーズハローワーク等
と連携し、ウィメンズチャ
レンジプロジェクトの名を
冠した創業・再就職支援
の講座を実施する。ま
た、女性が積極的に創
業・再就職等に踏み出せ
るための意識啓発を行っ
ていく。
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事業名 目標値

担当課 現状値

30年度目標No． 事業内容
29年度目標

（前年度に記入）
29年度実施内容 評価

（２）ワーク・ライフ・バランスの推進

マザーズハローワーク等
と連携し、ウィメンズチャ
レンジプロジェクトの名を
冠した創業・再就職支援
の講座を実施する。ま
た、女性が積極的に創
業・再就職等に踏み出せ
るための意識啓発を行っ
ていく。

（協働推進課）

女性の再就職支援として
マザーズハローワークと
連携したウィメンズチャレ
ンジプロジェクト再就職
セミナーを3回実施した。

（協働推進課）

Ｂ

引き続き、就労支
援・創業支援を行っ
ていく。また、女性
が積極的に創業・
再就職等に踏み出
せるための意識啓
発を行っていく。

（協働推進課）

ハローワークと連携し、
女性の就労・再就労のた
めの相談会及び面接会
を実施する。

（産業振興課）

ウィメンズチャレンジプロ
ジェクト（緑が丘ふれあ
いセンター）とマザーズ
ハローワーク、ハロー
ワーク立川と連携し、女
性向けのセミナー・面接
会・相談会を開催した。

（産業振興課）

Ｂ

今年度もマザーズ
ハローワークなどと
連携を図り、女性
の就職支援を行っ
ていく。
また、「武蔵村山市
地域人材確保・育
成支援事業」にお
いて、職場環境改
善を含めた女性の
就労支援を行って
いく。

（産業振興課）

平成２９年４月からの新
しい介護予防・日常生活
支援総合事業への移行
に向け、基準を緩和した
サービスとしてシルバー
人材センターや地域の
活動団体等の高齢者を
活用していく。

（高齢福祉課）

介護予防・日常生活支
援総合事業の開始によ
り、事業対象者に対する
訪問・通所サービスを確
立し、女性の介護負担軽
減につながる環境を整
備した。特に訪問事業に
おいては、シルバー人材
センターを活用した基準
緩和委託型も実施した。

（高齢福祉課）

Ｂ

引き続き、女性の
介護負担軽減につ
ながるよう、介護予
防・日常生活支援
総合事業の実施・
充実に努める。

（高齢福祉課）

女性が育児のために仕
事を辞めることのないよ
う、保育所等における保
育サービスを実施し、待
機児童の減少を目指
す。

（子ども育成課）

女性が育児のために仕
事を辞めることのないよ
う、保育所等における保
育サービスを実施した。
待機児童数（旧定義）
平成29年4月　27人
平成28年4月　11人
平成27年4月　22人

（子ども育成課）

Ｃ

女性が育児のため
に仕事を辞めること
のないよう、保育所
等における保育
サービスを実施し、
待機児童の減少を
目指す。

（子ども育成課）

70

ワーク・ライフ・バラ
ンスの実現に向け
た就労支援

女性が家事、育児、介護
の負担のために仕事を
辞めることなく就労を継
続したり、一度仕事を辞
めた女性が円滑に再就
職できたりするようにす
るため、育児・介護サー
ビスを充実させるととも
に、再就職に役立つ情
報提供や就労に関する
相談等の支援を行いま
す。

協働推進課
産業振興課
高齢福祉課
子ども育成課
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事業名 目標値

担当課 現状値

30年度目標No． 事業内容
29年度目標

（前年度に記入）
29年度実施内容 評価

職場環境の見直し、
意識改革の推進

産業振興課

ワーク・ライフ・バラ
ンス推進事業所の
認定【重点事業】

1企業

協働推進課 0企業

地域活動への支援

協働推進課

多世代の交流支援

協働推進課

雇用の充実を図りつつ、
引き続き労働環境に関
する情報発信を継続して
いく。

ハローワーク及び東京し
ごとセンターから提供さ
れる情報やパンフレット
の提供を行った。また、
東京都労働相談情報セ
ンター等の発行する労働
環境啓発資料の提供を
行った。

Ｄ

引き続き労働環境
に関する情報発信
を継続していく。ま
た、「武蔵村山市地
域人材確保・育成
支援事業」におい
て、働き方や育児
休業等に対する職
場環境の改善支援
を行っていく。

引き続き市内の自
治会に対し補助金
の交付を行っていく
とともに、ボランティ
ア・市民活動セン
ターと連携し、男女
ともに充実した市民
活動を行える環境
作りやＮＰＯ支援を
行う。

72

ワーク・ライフ・バランス
の推進に関する機運を
高めるため、市内で従業
員のワーク・ライフ・バラ
ンスに積極的に取り組ん
でいる事業所の情報を
収集します。また、顕著
な効果を挙げている市内
中小事業所をワーク・ラ
イフ・バランス推進事業
所と認定して、取組を支
援することを検討しま
す。
【重点目標】
認定企業数

近隣自治体や東京都の
取組を参考にしながら、
認定制度の構築につい
て検討する。

事業者にアンケートを実
施し、認定制度の構築に
あたり事業者の実情を把
握した。

Ｃ

認定制度の実施に
ついて、地域の実
情にあった制度の
構築を検討する。

71

市民が自ら希望する形
でワーク・ライフ・バラン
スを実現させることを支
援するため、国や東京都
等の関係機関との連携
により、市内事業所の労
働時間の柔軟な取扱い
の推進や育児・介護休
業取得環境の整備等の
取組への支援と啓発を
行います。

ライブペインディングな
ど、子どもからお年寄り
まで参加できる多世代交
流事業を1回開催した。

Ｂ

引き続き市内の自治会
に対し補助金の交付を
行っていくとともに、ボラ
ンティア・市民活動セン
ターと連携し、男女ともに
充実した市民活動を行え
る環境作りやＮＰＯ支援
を行う。

コミュニティデザインを
テーマにＹＯＵ・Ｉフォーラ
ムを実施し、44名の参加
があった。また、市民活
動団体の活動紹介の場
として、元気フェスタを開
催したほか、市内の自治
会に対し自治会活動費
補助金を交付した。

Ｂ

引き続き、トークや
アートなど、多世代
の交流を図り、多
様性を受け入れる
ことを目的とした講
座を開催する。

73

男女とも地域で趣味や余
暇を生かした活動に参
加し、心豊かな生活が実
現できるようにするた
め、自治会活動、ＮＰＯ
活動、地域活動等を支
援します。

74

男女とも多くの市民が自
ら居住する地域で個性
や能力を生かして地域
活動に参加できるように
するため、地域で高齢者
と子どもたちが集い、とも
に学んだり活動したりで
きる場を設けます。

トークやアートなど、多世
代の交流を図り、多様性
を受け入れることを目的
とした講座を開催する。
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事業名 目標値

担当課 現状値

30年度目標No． 事業内容
29年度目標

（前年度に記入）
29年度実施内容 評価

引き続き広報活動により
市民への周知を図り、庁
内外で開催される研修
等を受講し、支援の充実
を図る。

（地域福祉課）

市報、市ホームページや
チラシ等により相談窓口
の設置を市民へ周知す
ることに努めた。また、相
談者に対して生活相談
や就労支援だけでなく、
関係機関への橋渡しを
行い、各種制度の利用
等を支援した。

（地域福祉課）

Ｂ

引き続き広報活動
により市民への周
知を図り、庁内外で
開催される研修等
を受講し、支援の
充実を図る。

（地域福祉課）

障害者の一般就労の機
会の拡大を図るととも
に、障害者が安定して働
き続けられるよう身近な
地域において就労・生活
面の支援を一体的に提
供する。また、授産施設
等への働きかけを行い、
福祉的就労から一般就
労への意識付けを行っ
ていく。

（障害福祉課）

生活上、自立するため
に、一般企業等への就
労を希望する障害者に
対し、社会参加及び自立
を促すための就労支援
及び生活支援を行った。

（障害福祉課）

Ｃ

今年度も、障害者
の一般就労の機会
の拡大を図るととも
に、障害者が安定
して働き続けられる
よう身近な地域に
おいて就労・生活
面の支援を一体的
に提供する。また、
授産施設等への働
きかけを行い、福
祉的就労から一般
就労への意識付け
を行っていく。

（障害福祉課）

引き続きひとり親家庭の
制度等を活用し経済的
自立に向けた取組みを
行うとともに、相談や制
度の存在を周知し、より
多くの支援ができるよう
努める。

（子育て支援課）

ひとり親家庭への就労に
向けた相談及び高等技
能訓練給付制度等を活
用して経済的自立を促
進した。また、就労支援
のため、ハローワークと
連携して、出張相談会を
開催した。

（子育て支援課）

Ｂ

引き続きひとり親家
庭の制度等を活用
し経済的自立に向
けた取組みを行うと
ともに、相談や制度
の存在を周知し、よ
り多くの支援ができ
るよう努める。

（子育て支援課）

事業対象者の技能習得
や相談等の支援の質を
向上させる。
ワーク・ライフ・バランス
の実現に向けた相談の
機会の更なる充実を図
る。

（生活福祉課）

事業対象者の技能習得
や相談等の支援の質を
向上させる。
ワーク・ライフ・バランス
の実現に向けた相談の
機会の更なる充実を図
れた。

（生活福祉課）

Ｂ

事業対象者の技能
習得や相談等の支
援の質を向上させ
る。
ワーク・ライフ・バラ
ンスの実現に向け
た相談の機会の更
なる充実を図る。

（生活福祉課）

75

特に支援を要する
市民に対する支援
の充実

生活上の困難を抱える
ひとり親家庭、障害者と
その介助者等が経済的
に自立するため、就労に
向けた技能取得や相談
等の支援を行います。ま
た、こうした市民のワー
ク・ライフ・バランスの実
現に向けて、相談の機会
を設ける等の支援を行い
ます。

地域福祉課
障害福祉課
子育て支援課
生活福祉課
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事業名 目標値

担当課 現状値

30年度目標No． 事業内容
29年度目標

（前年度に記入）
29年度実施内容 評価

（３）男性の家事・育児・介護への参加の促進

長時間労働縮減に
向けた啓発

産業振興課

家庭内での男女平
等意識の推進

協働推進課

男性の育児・介護
休業取得に向けた
啓発・支援と事業者
への働きかけ

協働推進課

モデルケースの紹
介【重点事業】

2回

協働推進課 2回

引き続き男性を対
象にした、家事や
生活自立支援の講
座を実施する。

76

市内の事業所に対し、従
業員の長時間労働の縮
減と年次有給休暇の取
得促進に関する啓発を
行います。

広報紙、ホームページを
活用して広く市民に周
知・啓発を行う。

東京都労働相談情報セ
ンター等の発行する労働
環境啓発資料の提供を
行った。

Ｄ

庁内広報誌に男性職員
の育休休暇取得を奨励
するコラムを掲載し、意
識啓発を行ったが、市民
へ向けての啓発は特に
行わなかった。

Ｃ

引き続き、広報紙、
ホームページを活
用して広く市民に周
知・啓発を行う。
また、「武蔵村山市
地域人材確保・育
成支援事業」にお
いて、長時間労働
などの職場環境の
改善支援を行って
いく。

77

男女が共に家庭責任を
担い、仕事と家事・育児
を両立できるようにする
ため、講座等を通して特
に男性の育児への参加
を促し、夫婦で協力して
子育てに取り組むことを
支援します。

引き続き男性を対象にし
た、家事や生活自立支
援の講座を実施する。

男性・子どもの自立支援
及び家庭への参画促進
を目的として、男性向け
料理講座や父子講座を
実施した。

Ｂ

男性の育休休暇取
得について、ホー
ムページ、ＳＮＳ等
の媒体を用いて市
民への啓発を行う。

79

男性の家庭生活への参
画意識を高め、家事・育
児等を実践することを支
援するため、既にワー
ク・ライフ・バランスを実
践している男性市民をモ
デルケースとして紹介し
ます。
【重点目標】
ワーク・ライフ・バランス
講座、パネル展の開催
回数

ワーク・ライフ・バランス
のモデルケースとなる男
性を、市報、ホームペー
ジ、ＳＮＳ、情報誌ＹＯＵ・
Ｉ等の媒体を用いて市民
へ発信する。

男性向け料理講座や父
子講座を実施したが、
ワーク・ライフ・バランス
のモデルケースとなる男
性の紹介はできなかっ
た。

Ｃ

ワーク・ライフ・バラ
ンスのモデルケー
スとなる男性を、市
報、ホームページ、
ＳＮＳ、情報誌ＹＯ
Ｕ・Ｉ等の媒体を用
いて市民へ発信す
る。

78

男性の育児・介護休業
の取得を促すため、市報
や市ホームページ等の
各種媒体を用いて休業
の対象者である男性従
業員や市内事業者に向
けた制度の周知に努め
ます。

男性の育休休暇取得に
ついて、市報、ホーム
ページ、ＳＮＳ等の媒体
を用いて市民への啓発
を行う。

33



34 

 

男女共同参画推進市民委員会からの意見 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

武蔵村山市男女共同参画推進市民委員会は、誰もが自分らしくイキイキと暮らせる

社会の実現を目指して、男女共同参画を啓発する事業や男女共同参画に関する調査研

究等を行っています。 

平成２９年度の推進状況を見ると、Ａ評価及びＢ評価の件数が増加しています。全

体的な推進は徐々に図られていると思われ、今後一層の推進が期待されます。現状に

留まるのではなく、積極的な取組を行っていただきたいです。 

事業の中には、男女共同参画関連用語や施設の認知度等を調査するためアンケート

を実施するものがあるようです。調査をする機会を捉えて、市民がわかりやすいよう

に具体的な周知・啓発も併せて行っていただきたいと思います。 

市内事業所との連携は、第四次男女共同参画計画の基礎調査として実施した事業所

アンケートをきっかけに、ワーク・ライフ・バランスや男女共同参画センターなどの

情報を積極的に提供し、つながりをもってもらいたいと思います。 

また、男女共同参画があまり進展していない分野（男性の育休取得、防災における

女性の参画など）においては、まずは市の職員が率先して取り組むことで、市民への

導入が促されると思います。 

市民委員会では、市民ならではの視点と発想を活かしながら、今後も計画の推進に

関わっていきます。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 武蔵村山市男女共同参画推進市民委員会設置要綱 
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武蔵村山市男女共同参画推進市民委員会設置要綱 

平成 12 年３月 16 日 

訓令（乙）第 21 号 

（設置） 

第１条 男女共同参画社会の実現をめざし、武蔵村山市男女共同参画計画の効果的な推

進と市民の参画を促進するため、武蔵村山市男女共同参画推進市民委員会（以下「委

員会」という。）を置く。 

（所掌事務） 

第２条 委員会は、次に掲げる事項を所掌する。 

(１) 男女平等・男女共同参画に関する調査研究 

(２) 武蔵村山市（以下「市」という。）が行う男女共同参画計画の推進に関する事

務への協力 

(３) 男女共同参画推進の啓発に関すること。 

(４) その他、市長が必要と認める事項 

（組織） 

第３条 委員会は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱する委員 10 人以内をもって

組織する。 

(１) 識見を有する者 

(２) 市内で活動する市民活動団体の関係者 

(３) 市内で活動する公共的団体の代表者又はその構成員 

(４) 公募による市民（市内に住所を有し、又は市内に通勤し、若しくは通学する者

をいう。）  

(５) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める者 

（委員長及び副委員長） 

第４条 委員会に、委員長及び副委員長１人を置き、委員の互選により選任する。 

２ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたとき

は、その職務を代理する。 

（会議） 

第５条 委員会の会議は、委員長が招集する。 

２ 委員会は、委員の半数以上が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 委員会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、委員長の決す

るところによる。 

（任期） 

第６条 委員長、副委員長及び委員の任期は、委嘱の日からその日の属する年度の翌年

度の末日までとする。ただし、再任を妨げない。 

（庶務） 

第７条 委員会の庶務は、協働推進部協働推進課において処理する。 

（委任） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が別

に定める。 

附 則 

この要綱は、平成 12年４月１日から施行する。 

附 則（平成 13年４月 27日訓令（乙）第 35号） 



 

この要綱は、平成 13年５月１日から施行する。 

附 則（平成 16年３月 31日訓令（乙）第 28号） 

この要綱は、平成 16年４月１日から施行する。 

附 則（平成 20年３月 24日訓令（乙）第 22号） 

この要綱は、平成 20年４月１日から施行する。 

附 則（平成 22年３月 23日訓令（乙）第 15号） 

この要綱は、平成 22年４月１日から施行する。 

附 則（平成 24年３月 27日訓令（乙）第 21号） 

この要綱は、平成 24年４月１日から施行する。 

附 則（平成 26年３月 24日訓令（乙）第 16号） 

この要綱は、平成 26年３月 24日から施行する。 

附 則（平成 27年３月 18日訓令（乙）第 30号） 

この要綱は、平成 27年４月１日から施行する。 

附 則（平成 30年６月 21日訓令（乙）第 126号） 

この要綱は、平成 30年７月１日から施行する。 

 

 

 



 

 
武蔵村山市男女共同参画推進市民委員会委員名簿 

 

区 分 氏 名 

委員長 峰 岸   喬 

副委員長 諸 橋 泰 樹 

委員 安 島 てつや 

委員 大 槻 千 聡 

委員 建 部  直 哉 

委員 南   葉 子 

委員 高 橋 幸 子 

委員 小 島 晴 幸 

委員 百 瀬 佑 子 

委員 深 松 加 絵 

 

 

 



 

 
武蔵村山市男女共同参画推進委員会設置要綱 

平成１２年３月１６日 

訓令（乙）第２０号 

 （設置） 

第１条 男女共同参画社会の実現をめざし、武蔵村山市男女共同参画計画の効果的な推進を図

るため、武蔵村山市男女共同参画推進委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

 （所掌事務） 

第２条 委員会は、武蔵村山市男女共同参画計画に基づく施策に関し必要な事項を協議し、そ

の効果的な推進を図る。 

 （組織） 

第３条 委員会は、委員１２人で組織する。 

２ 委員は、協働推進部長、企画財務部秘書広報課長、同部企画政策課長、総務部職員課長、

同部防災安全課長、協働推進部産業振興課長、健康福祉部高齢福祉課長、同部子育て支援課

長、同部健康推進課長、教育部教育指導課長、指導・教育センター担当課長及び同部スポー

ツ振興課長の職にある者をもって充てる。 

 （委員長及び副委員長） 

第４条 委員会に、委員長及び副委員長１人を置く。 

２ 委員長は協働推進部長の職にある委員を、副委員長は健康福祉部子育て支援課長をもって

充てる。 

３ 委員長は、会務を総理する。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第５条 委員会の会議は、委員長が召集する。 

２ 委員会は、委員の半数以上が出席しなければ会議を開くことができない。 

（庶務） 

第６条 委員会の庶務は、協働推進部協働推進課において処理する。 

 （委任） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が別に定め

る。 

   附 則 

 この要綱は、平成１２年４月１日から施行する。 

   附 則（平成１４年３月２８日訓令（乙）第８号） 

 この要綱は、平成１４年４月１日から施行する。 

   附 則（平成１６年３月３１日訓令（乙）第２７号） 

 この要綱は、平成１６年４月１日から施行する。 

 一部改正（平成２０年７月１５日訓令（乙）第１３４号） 

   附 則 

この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

 一部改正（平成２４年２月２３日訓令（乙）第１１号） 

   附 則（平成２５年７月１日訓令（乙）第１１６号） 

 この要綱は、平成２５年７月１日から施行する。 

   附 則（平成２６年３月３１日訓令（乙）第２６号） 

 この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

   附 則（平成２９年３月３１日訓令（乙）第２９号） 

 この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則（平成３０年１２月２８日訓令（乙）第１５６号） 

 この要綱は、平成３１年１月４日から施行する。 



 

 

 

 
武蔵村山市男女共同参画推進委員会委員名簿 

 

 区分 職 名 氏 名 

委員長 協働推進部長 山 田 義 高 

委員 秘書広報課長 小 延 明 子 

委員 企画政策課長 鈴 木 義 雄 

委員 職員課長 島 田   拓 

委員 防災安全課長 福 井   勇 

委員 産業振興課長 古 川 敦 司 

委員 高齢福祉課長 安 齋   高 

委員 子育て支援課長 三 條 博 美 

委員 健康推進課長 中 野 育 三 

委員 教育指導課長 佐 藤 敏 数 

委員 指導・教育センター担当課長 勝 山   朗 

委員 スポーツ振興課長 指 田 政 明 
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